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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
複数の出射部からマイクロ波を照射する照射部と、
前記複数の出射部を、個別に移動させる移動部と、
前記移動部による出射部の移動を制御する制御部とを備え、
前記照射部は、更に、前記複数の出射部から出射するマイクロ波の位相を変更可能なもの
であり、
前記制御部は、更に、前記照射部が複数の出射部から出射されるマイクロ波の位相を制御
するマイクロ波処理装置。
【請求項２】
前記制御部は、前記移動部を制御して、前記複数の出射部から出射されるマイクロ波が少
なくとも所望の箇所で重なるよう各出射部を移動させる請求項１記載のマイクロ波処理装
置。
【請求項３】
前記制御部は、前記移動部を制御して、前記複数の出射部から出射されるマイクロ波が、
前記所望の箇所で干渉により強め合うよう１以上の出射部を移動させる請求項２記載のマ
イクロ波処理装置。
【請求項４】
前記制御部は、前記移動部を制御して、前記所望の箇所で前記複数の出射部から出射され
るマイクロ波による電界が集中するよう１以上の出射部を移動させる請求項２または請求
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項３記載のマイクロ波処理装置。
【請求項５】
前記制御部は、前記移動部を制御して、前記所望の箇所に入射されるマイクロ波の位相が
同位相となるように、１以上の出射部を移動させる請求項４記載のマイクロ波処理装置。
【請求項６】
前記制御部は、前記照射部が複数の出射部から出射されるマイクロ波の少なくとも一部が
異なる位相のマイクロ波となるよう前記照射部を制御する請求項１から請求項５いずれか
一項記載のマイクロ波処理装置。
【請求項７】
前記照射部は、更に、２以上の異なる周波数のマイクロ波を照射可能なものであり、
前記制御部は、所望の箇所に照射するマイクロ波の周波数を制御する請求項１から請求項
６いずれか一項記載のマイクロ波処理装置。
【請求項８】
前記照射部は、
１以上のマイクロ波発振器と、
前記出射部を有しており、当該マイクロ波発振器が発振するマイクロ波を伝送して、伝送
したマイクロ波を前記出射部から出射する複数の伝送手段と、を備えており、
前記移動部は、前記複数の出射部を個別に移動させる請求項１から請求項７いずれか一項
記載のマイクロ波処理装置。
【請求項９】
前記移動部は、複数のロボットアームを有し、
前記複数の出射部は、前記複数のロボットアームにそれぞれ設置され、各ロボットアーム
の動作に応じて個別に移動する請求項１から請求項８いずれか一項記載のマイクロ波処理
装置。
【請求項１０】
前記照射部の複数の出射部は、指向性が高いアンテナである請求項１から請求項９いずれ
か一項記載のマイクロ波処理装置。
【請求項１１】
容器を更に備え、
前記照射部の複数の出射部は、前記容器に移動可能となるよう設置され、
前記照射部は、前記複数の出射部から、前記容器内にマイクロ波を照射する請求項１から
請求項１０いずれか一項記載のマイクロ波処理装置。
【請求項１２】
複数の出射部からマイクロ波を照射する照射部、および前記複数の出射部を、個別に移動
させる移動部を備えたマイクロ波処理装置と、前記複数の出射部の位置をそれぞれ示す複
数の出射位置情報、およびマイクロ波の照射対象となる位置を示す情報である対象位置情
報を有する複数の照射管理情報が格納される照射管理情報格納部と、受付部と、にアクセ
ス可能なコンピュータに、
前記受付部が、マイクロ波の照射対象となる位置を指定する情報である位置指定情報を受
け付けるステップと、
前記位置指定情報を受け付けるステップで受け付けた位置指定情報に対応する対象位置情
報と対応付けられた複数の出射位置情報を、前記照射管理情報から取得するステップと、
前記複数の出射位置情報を取得するステップにおいて取得した複数の出射位置情報が示す
位置に、各出射位置情報に対応する出射部が移動するよう、前記移動部を制御するステッ
プとを実行させ、
前記照射管理情報は、複数の出射部からそれぞれ出射されるマイクロ波の位相を示す情報
である複数の位相指定情報を更に有し、
前記複数の出射位置情報を取得するステップにおいて取得する複数の出射位置情報にそれ
ぞれ対応する複数の位相指定情報を前記照射管理情報から取得するステップを更に備え、
前記移動部を制御するステップの後に、前記複数の位相指定情報を取得するステップにお
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いて取得した複数の位相指定情報がそれぞれ示す位相のマイクロ波が、対応する複数の出
射部から出射されるよう、前記照射部を制御するステップを更に実行させるプログラム。
【請求項１３】
複数の出射部からマイクロ波を照射する照射部、および前記複数の出射部を、個別に移動
させる移動部を備えたマイクロ波処理装置と、前記複数の出射部の位置をそれぞれ示す複
数の出射位置情報の１以上の組が、移動が行なわれる順序と対応付けて格納される照射管
理情報格納部と、にアクセス可能なコンピュータに、
移動が行なわれる順序に従って、前記照射管理情報格納部に格納されている照射管理情報
から、複数の出射位置情報を取得するステップと、
前記複数の出射位置情報を取得するステップにおいて、複数の出射位置情報を取得する毎
に、取得した複数の出射位置情報が示す位置に、各出射位置情報に対応する出射部が移動
するよう、前記移動部を制御するステップとを実行させ、
前記照射管理情報は、複数の出射部からそれぞれ出射されるマイクロ波の位相を示す情報
である複数の位相指定情報を更に有し、
前記複数の出射位置情報を取得するステップにおいて取得する複数の出射位置情報にそれ
ぞれ対応する複数の位相指定情報を前記照射管理情報から取得するステップを更に備え、
前記移動部を制御するステップの後に、前記複数の位相指定情報を取得するステップにお
いて取得した複数の位相指定情報がそれぞれ示す位相のマイクロ波が、対応する複数の出
射部から出射されるよう、前記照射部を制御するステップを更に実行させるプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、マイクロ波を照射する装置等に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　　従来、反応物質に対してマイクロ波（電磁波）を照射することにより、熱処理等を行
う加熱装置や化学反応方法が知られている（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特表２００６－５１６００８号公報（第１頁、第１図等）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、従来のマイクロ波処理装置においては、マイクロ波の照射を適切に制御
することが困難であるという課題があった。
　例えば、従来のマイクロ波処理装置においては、所望の箇所が局所的に加熱されるよう
マイクロ波を照射することが困難であった。また、例えば、従来のマイクロ波処理装置に
おいては、所望の空間が均等に加熱されるようマイクロ波を照射することが困難であった
。
【０００５】
　本発明は、上記のような課題を解消するためになされたものであり、マイクロ波の照射
を適切に制御することが可能なマイクロ波処理装置等を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明のマイクロ波処理装置は、複数の出射部からマイクロ波を照射する照射部と、複
数の出射部を、個別に移動させる移動部と、移動部による出射部の移動を制御する制御部
とを備えたマイクロ波処理装置である。
　かかる構成により、複数の出射部の位置を個別に移動させて、マイクロ波の照射を適切
に制御することができる。例えば、複数の出射部の位置を個別に変更することで、マイク
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ロ波により所望の箇所に電界を集中させたり、所望の領域の電界分布を均等になるように
することができる。
【０００７】
　また、本発明のマイクロ波処理装置は、前記マイクロ波処理装置において、制御部は、
移動部を制御して、複数の出射部から出射されるマイクロ波が少なくとも所望の箇所で重
なるよう各出射部を移動させるマイクロ波処理装置である。
　かかる構成により、所望の箇所を局所的に加熱することができる。
【０００８】
　また、本発明のマイクロ波処理装置は、前記マイクロ波処理装置において、制御部は、
移動部を制御して、複数の出射部から出射されるマイクロ波が、所望の箇所で干渉により
強め合うよう１以上の出射部を移動させるマイクロ波処理装置である。
　かかる構成により、所望の箇所を局所的に加熱することができる。
【０００９】
　また、本発明のマイクロ波処理装置は、前記マイクロ波処理装置において、制御部は、
移動部を制御して、所望の箇所で複数の出射部から出射されるマイクロ波による電界が集
中するよう１以上の出射部を移動させるマイクロ波処理装置である。
　かかる構成により、所望の箇所を局所的に加熱することができる。
【００１０】
　また、本発明のマイクロ波処理装置は、前記マイクロ波処理装置において、制御部は、
移動部を制御して、所望の箇所に入射されるマイクロ波の位相が同位相となるように、１
以上の出射部を移動させるマイクロ波処理装置である。
　かかる構成により、所望の箇所を局所的に加熱することができる。
【００１１】
　また、本発明のマイクロ波処理装置は、前記マイクロ波処理装置において、照射部は、
更に、複数の出射部から出射するマイクロ波の位相を変更可能なものであり、制御部は、
更に、照射部が複数の出射部から出射されるマイクロ波の位相を制御するマイクロ波処理
装置である。
　かかる構成により、マイクロ波の照射を適切に制御することがことができる。例えば、
複数の出射部の位置と、複数の出射部が出射するマイクロ波の位相の組合せにより、マイ
クロ波により所望の箇所に電界を集中させたり、所望の領域の電界分布を均等になるよう
にすることができる。
【００１２】
　また、本発明のマイクロ波処理装置は、前記マイクロ波処理装置において、制御部は、
照射部が複数の出射部から出射されるマイクロ波の少なくとも一部が異なる位相のマイク
ロ波となるよう照射部を制御するマイクロ波処理装置である。
　かかる構成により、マイクロ波の照射を適切に制御することがことができる。
【００１３】
　また、本発明のマイクロ波処理装置は、前記マイクロ波処理装置において、照射部は、
更に、２以上の異なる周波数のマイクロ波を照射可能なものであり、制御部は、所望の箇
所に照射するマイクロ波の周波数を制御するマイクロ波処理装置である。
　かかる構成により、所望の箇所に照射されるマイクロ波の周波数を制御することができ
、マイクロ波による加熱効率を高めることができる。
【００１４】
　また、本発明のマイクロ波処理装置は、前記マイクロ波処理装置において、照射部は、
１以上のマイクロ波発振器と、出射部を有しており、マイクロ波発振器が発振するマイク
ロ波を伝送して、伝送したマイクロ波を出射部から出射する複数の伝送手段と、を備えて
おり、移動部は、複数の出射部を個別に移動させるマイクロ波処理装置である。
　かかる構成により、複数の出射部の位置を個別に移動させて、マイクロ波の照射を適切
に制御することがことができる。
【００１５】
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　また、本発明のマイクロ波処理装置は、前記マイクロ波処理装置において、移動部は、
複数のロボットアームを有し、複数の出射部は、複数のロボットアームにそれぞれ設置さ
れ、各ロボットアームの動作に応じて個別に移動するマイクロ波処理装置である。
　かかる構成により、複数の出射部の位置を個別に移動させて、マイクロ波の照射を適切
に制御することがことができる。また、移動部が有するロボットアームにより出射部を個
別に移動させることで、移動の自由度を高めることができ、より適切にマイクロ波の照射
を制御することができる。例えば、マイクロ波を照射して局所的に加熱させたい所望の箇
所と、出射部との間が、マイクロ波を反射する物体やマイクロ波の浸透性が低い物体等で
遮蔽されている場合等においても、ロボットアームを動作させて、出射部を、このような
物体等に遮蔽されることなく、所望の箇所にマイクロ波を照射可能な位置に移動させるこ
とで、所望の箇所を局所的に加熱することが可能となる。
【００１６】
　本発明のマイクロ波処理装置は、前記マイクロ波処理装置において、照射部の複数の出
射部は、指向性が高いアンテナであるマイクロ波処理装置である。
　かかる構成により、マイクロ波を集中して照射することができる。
【００１７】
　また、本発明のマイクロ波処理装置は、前記マイクロ波処理装置において、容器を更に
備え、照射部の複数の出射部は、容器に移動可能となるよう設置され、照射部は、複数の
出射部から、容器内にマイクロ波を照射するマイクロ波処理装置である。
　かかる構成により、容器内において、マイクロ波の照射を適切に制御することができる
。例えば、複数の出射部の位置を個別に変更することで、マイクロ波により容器内の所望
の箇所に電界を集中させたり、容器内の電界分布を均等になるようにすることができる。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によるマイクロ波処理装置等によれば、マイクロ波の照射を適切に制御すること
ができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の実施の形態１におけるマイクロ波処理装置の構成の一例を示す模式図
【図２】同マイクロ波処理装置を説明するための模式図
【図３】同マイクロ波処理装置を説明するためのグラフ
【図４】同マイクロ波処理装置の動作について説明するフローチャート
【図５】同マイクロ波処理装置の動作の第二の例について説明するフローチャート
【図６】同マイクロ波処理装置の照射管理情報管理表を示す図
【図７】同マイクロ波処理装置の動作を説明するための主要部の模式図（図７（ａ））、
およびマイクロ波を照射している状態を示す模式図（図７（ｂ））
【図８】同マイクロ波処理装置の照射管理情報管理表を示す図
【図９】同マイクロ波処理装置の状況対応情報管理表示す図
【図１０】同マイクロ波処理装置の動作を説明するためのグラフ（図１０（ａ））、およ
び、図１０（ａ）のグラフの主要部の拡大図（図１０（ｂ））
【図１１】同マイクロ波処理装置のシミュレーション実証試験に用いられたモデルを示す
図（図１１（ａ）～図１１（ｈ））
【図１２】同マイクロ波処理装置のシミュレーション結果を示す平面図（図１２（ａ）～
図１２（ｇ））
【図１３】同マイクロ波処理装置のシミュレーション実証試験結果を示すグラフ及び表（
図１３（ａ）～図１３（ｄ））
【図１４】本発明の実施の形態２におけるマイクロ波処理装置の一例を示す模式図（図１
４（ａ））、および図１４（ａ）の主要部のＸＩ－ＸＩ線による断面図（図１４（ｂ））
【図１５】同マイクロ波処理装置のシミュレーション実証試験に用いられたモデルを示す
図（図１５（ａ）、図１５（ｂ））
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【図１６】同マイクロ波処理装置のシミュレーション結果を示す図（図１６（ａ）～図１
６（ｇ））
【図１７】同マイクロ波処理装置のシミュレーション実証試験結果を示す図（図１７（ａ
）～図１７（ｇ））
【図１８】本発明の実施の形態におけるコンピュータシステムの、外観の一例を示す図
【図１９】同コンピュータシステムの構成の一例を示す図
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、マイクロ波処理装置等の実施形態について図面を参照して説明する。なお、実施
の形態において同じ符号を付した構成要素は同様の動作を行うので、再度の説明を省略す
る場合がある。
【００２１】
　（実施の形態１）
　図１は、本実施の形態におけるマイクロ波処理装置１の構成の一例を示す模式図である
。
　マイクロ波処理装置１は、照射部１０１、移動部１０２、１または２以上のセンサ１０
３、状況対応情報格納部１０４、照射管理情報格納部１０５、受付部１０６および制御部
１０７を備える。
【００２２】
　図１においては、一例として、照射部１０１が、２つの出射部１２を備えている場合を
示している。具体的には、照射部１０１が、２つのマイクロ波発振器１０１１と、各マイ
クロ波発振器１０１１がそれぞれ発生するマイクロ波を伝送する２つの伝送手段１０１２
を備えており、２つの伝送手段１０１２がそれぞれ、１つの出射部１２を備えている場合
を例に挙げて説明する。ただし、照射部１０１が有する出射部１２は２つでなくてもよく
複数であればよい。例えば、出射部１２は、３以上であってもよい。また、図１において
は、一例として、マイクロ波処理装置１の移動部１０２が、２つロボットアーム１０２２
を有し、各ロボットアーム１０２２の先端には、それぞれ伝送手段１０１２が有する出射
部１２が設けられている場合を例に挙げて示している。
【００２３】
　以下、説明の便宜上、照射部１０１が有する２つのマイクロ波発振器１０１１を、マイ
クロ波発振器１０１１ａおよび１０１１ｂと呼び、マイクロ波発振器１０１１ａおよび１
０１１ｂとそれぞれ接続された伝送手段１０１２を、伝送手段１０１２ａおよび１０１２
ｂと呼び、伝送手段１０１２ａおよび１０１２ｂがそれぞれ有する出射部１２を、出射部
１２ａおよび１２ｂと呼ぶ場合がある。移動部１０２が有する２つのロボットアーム１０
２２を、ロボットアーム１０２２ａと１０２２ｂと呼び、ロボットアーム１０２２ａおよ
び１０２２ｂの先端に設置された出射部１２を、それぞれ、出射部１２ａおよび出射部１
２ｂが設置されているものとする。
【００２４】
　照射部１０１は、複数の出射部１２からマイクロ波を照射する。複数の出射部１２は、
通常、異なる位置に配置される。照射部１０１は、複数の出射部１２からマイクロ波を照
射することができるものであれば、どのような構成を有していていもよい。照射部１０１
は、例えば、マイクロ波を発生する１以上のマイクロ波発振器１０１１と、この１以上の
マイクロ波発振器１０１１が発生するマイクロ波を伝送して、複数の出射部１２から、そ
れぞれ伝送したマイクロ波を出射する複数の伝送手段１０１２とにより構成される。複数
の伝送手段１０１２は、それぞれ、伝送したマイクロ波を出射する出射部１２を有してい
る。照射部１０１において、例えば、複数の伝送手段１０１２のそれぞれが、複数のマイ
クロ波発振器１０１１に対して１対１となるよう接続され、それぞれが一のマイクロ波発
振器１０１１が発生したマイクロ波を伝送するようにしてもよい。また、複数の伝送手段
１０１２が、図示しない分岐構造等を介して、一のマイクロ波発振器１０１１と接続され
るようにしてもよい。各伝送手段１０１２が、この一のマイクロ波発振器１０１１が発生
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したマイクロ波を分岐して伝送するようにしてもよい。ここでは一のマイクロ波発信器１
０１１と接続され、複数に分岐している伝送手段１０１２も、複数の伝送手段１０１２と
考えてもよい。
【００２５】
　複数の出射部１２は、例えば、複数の伝送手段１０１２の、マイクロ波を出射する部分
である。出射部１２は、例えば、アンテナである。例えば、伝送手段１０１２は、同軸ケ
ーブルと、これらとそれぞれ接続されたマイクロ波を出射するための複数の出射部１２で
あるアンテナとの組合せである。同軸ケーブルは、例えば、アンテナと接続されていない
側の端部が、マイクロ波発振器１０１１と接続され、マイクロ波発振器１０１１が発生す
るマイクロ波を伝送して、アンテナから出射する。本実施の形態においては、一例として
、一の伝送手段１０１２が、マイクロ波発振器１０１１と接続された同軸ケーブル１１と
、この同軸ケーブル１１に接続されたアンテナである出射部１２とにより構成される場合
を例に挙げて説明する。なお、同軸ケーブル１１や同軸管（図示せず）の代わりに、同軸
管や導波管を用いるようにしてもよい。導波管を用いる場合、例えば、マイクロ波発振器
１０１１側とは反対側の端部が、出射部１２となる。なお、図１においては一例として、
伝送手段１０１２ａが同軸ケーブル１１ａを有し、伝送手段１０１２ｂが、同軸ケーブル
１１ｂを有している場合を例に挙げて示している。
【００２６】
　照射部１０１の２以上の出射部１２から出射されるマイクロ波の周波数は、通常は、同
じ周波数であるが異なる周波数であってもよい。
【００２７】
　照射部１０１によるマイクロ波の照射は、例えば、いわゆるマルチモードによるマイク
ロ波の照射である。
【００２８】
　複数の出射部１２は、例えば、同時にマイクロ波を出射可能である。ただし、複数の出
射部１２の一部だけが、同時にマイクロ波を照射できるようにしてもよい。例えば、複数
の出射部１２は、同時にマイクロ波を出射できるとともに、一部だけでもマイクロ波を出
射することが可能なものであることが好ましい。
【００２９】
　伝送手段１０１２の同軸ケーブルや同軸管や導波管は、マイクロ波発振器１０１１が発
生するマイクロ波の周波数や出力等に適合したものを用いることが好ましい。かかること
は、出射部１２であるアンテナについても同様である。
【００３０】
　出射部１２として用いられるアンテナは、マイクロ波を出射可能なものであれば、その
構造等は問わない。例えば、アンテナは、平面アンテナや、パラボラアンテナや、ホーン
型アンテナ等である。アンテナは、指向性を有するアンテナであってもよく、指向性を有
さないアンテナであってもよい。また、出射部１２であるアンテナの指向性の高さ等は問
わない。各出射部１２としては、指向性の高いアンテナを用いることが好ましい。例えば
指向性の高いアンテナとして、利得が１０ｄＢ以上であるアンテナを用いることが好まし
い。指向性の高いアンテナを用いることで、マイクロ波を所望の領域に集中的に照射する
ことが可能となり、照射されるマイクロ波の強度を高めることができる。出射部１２とし
て用いられるアンテナは、例えば、同軸導波管変換器付きアンテナである。例えば、アン
テナは、アンテナ自身が有する同軸導波管変換器（図示せず）を介して、同軸ケーブル１
１と接続される。また、同軸導波管変換器付きアンテナのアンテナのアンテナ部分と同軸
導波管変換器との間には、通常、導波管（図示せず）が設けられている。図１においては
、出射部１２として角錐ホーンアンテナを用いた例を示している。
【００３１】
　マイクロ波発信器１０１１は、マイクロ波を発生することが可能なものであれば、どの
ような構造のものであってもよい。マイクロ波発振器１０１１は、例えば、半導体型発振
器である。半導体型発振器は、半導体素子を用いて構成されたマイクロ波を発生するマイ
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クロ波発振器である。また、マイクロ波発振器１０１１は、マグネトロンや、クライスト
ロン、ジャイロトロン等のマイクロ波発振器であってもよい。
【００３２】
　マイクロ波発振器１０１１が出射するマイクロ波の周波数や、強度等は問わない。各マ
イクロ波発振器１０１１が出射するマイクロ波の周波数は、例えば、２．４５ＧＨｚであ
ってもよく、５．８ＧＨｚであってもよく、２４ＧＨｚであってもよく、９１５ＭＨｚで
あってもよく、その他の３００ＭＨｚから３００ＧＨｚの範囲内の周波数であってもよい
。２以上のマイクロ波発振器１０１１が出射するマイクロ波の周波数は、通常、同じ周波
数であるが、異なるようにしてもよい。また、２以上のマイクロ波発振器１０１１が出射
するマイクロ波の強度は、同じであってもよく、異なっていてもよい。
【００３３】
　なお、マイクロ波発振器１０１１がマイクロ波を出力する際に利用する電源（図示せず
）等は、各マイクロ波発振器１０１１が有していても良く、マイクロ波処理装置が有して
いても良い。あるいは、電源等は、マイクロ波処理装置の外部等に設けられていても良い
。また、マイクロ波発振器１０１１は、増幅器等を有していても良い。
【００３４】
　複数の出射部１２が出射するマイクロ波の位相は、同位相であってもよく、異なる位相
であってもよい。また、３以上の出射部１２を有する場合、同位相の出射部１２と、異な
る位相の出射部１２とが混在していてもよい。
【００３５】
　なお、マイクロ波発振器１０１１として半導体型発振器を用いる場合であって、一のマ
イクロ波を発生する発振器（図示せず）が発生するマイクロ波を分岐して、分岐した各マ
イクロ波をそれぞれ別の増幅器で増幅して伝送する場合、例えば、各増幅器をそれぞれ別
の半導体型発振器と考えるようにしてもよい。
【００３６】
　照射部１０１は、複数の出射部１２から出射するマイクロ波の位相が制御可能なもので
あることが好ましい。照射部１０１は、例えば、複数の出射部１２から出射するマイクロ
波の位相を、個別に制御可能なものであることが好ましい。ただし、複数の出射部１２の
うちの２以上の出射部１２で構成される組を、組単位で制御可能なものであってもよい。
照射部１０１の位相は、例えば、制御部１０７により制御される。
【００３７】
　照射部１０１は、例えば、複数の出射部１２のうちの少なくとも一部が、他の出射部１
２とは異なる位相のマイクロ波を発生するよう制御可能であるものであることが好ましい
。ただし、出射部１０１は、複数の出射部１２が出射するマイクロ波の位相が同移相とな
るよう制御してもよい。位相の制御は、例えば初期位相の制御と考えてもよい。
【００３８】
　照射部１０１が複数の出射部１２から出射するマイクロ波の位相をどのように制御でき
るようにするかは問わない。例えば、照射部１０１が複数のマイクロ波発振器１０１１を
有している場合、複数のマイクロ波発振器１０１１のそれぞれとして、発生するマイクロ
波の位相を制御可能なマイクロ波発振器を用いることが好ましい。この場合、後述する制
御部１０７により、マイクロ波発振器１０１１が発生するマイクロ波の位相を制御するこ
とで、出射部１２から照射される位相を制御することができる。なお、複数のマイクロ波
発振器１０１１同士の位相は、例えば、マイクロ波発振器１０１１間で位相を同期させた
り、制御部１０７等が同期のための信号等を出力することで、適宜同期させるようにすれ
ばよい。例えば、各マイクロ波発振器として、位相を制御する移相器（図示せず）を備え
たマイクロ波発振器を用いてもよい。例えば、マイクロ波発振器１０１１が、図示しない
発振器と増幅器とを有する半導体型発振器である場合、この半導体型発振器の発振器と増
幅器との間に移相器を有する半導体型発振器や、増幅器の後段に移相器を接続した半導体
型発振器を、位相を制御可能なマイクロ波発振器１０１１として用いてもよい。また、位
相を制御可能なマイクロ波発振器を用いる代わりに、各マイクロ波発振器が発生するマイ



(9) JP 6088690 B1 2017.3.1

10

20

30

40

50

クロ波の位相を制御するための移相器（図示せず）を、伝送手段１０１２の途中や、前後
に設けるようにしてもよい。この場合、各移相器を後述する制御部１０７により制御する
ことにより、発生するマイクロ波の位相が制御される。
【００３９】
　また、照射部１０１が、一のマイクロ波発振器１０１１が発生するマイクロ波を、分岐
構造等を介して、複数の伝送手段１０１２に伝送させる構成を１以上有している場合、一
のマイクロ波発振器１０１１が発生するマイクロ波を複数に分岐し、分岐したマイクロ波
を、図示しない移相器等に入力して、それぞれの位相を制御し、位相を制御したマイクロ
波をそれぞれ複数の伝送手段１０１２に伝送させるようにしてもよい。
【００４０】
　なお、照射部１０１において、一のマイクロ波発振器１０１１が発生するマイクロ波を
、複数の伝送手段１０１２に伝送させる構成を１以上有している場合、一のマイクロ波発
振器１０１１の後段に移相器（図示せず）を設け、この移相器で位相を制御したマイクロ
波を、複数の伝送手段１０１２に分岐して伝送させることで、この複数の伝送手段１０１
２にそれぞれ伝送され、出射されるマイクロ波の位相を同時に制御することができる。
【００４１】
　なお、移相器の構造等については、公知技術であるため、ここでは、詳細な説明は省略
する。移相器については、例えば、以下の文献を参照されたい。「"高周波回路教室［Ｖ
．コントロール回路］"、［ｏｎｌｉｎｅ］、アイラボラトリー、［平成２８年３月１１
日検索］、インターネット＜ＵＲＬ：ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ１．ｓｐｈｅｒｅ．ｎｅ．ｊ
ｐ／ｉ－ｌａｂ／ｉｌａｂ／ｋａｉｒｏ／ｋ５／ｋ５＿３ａ．ｈｔｍ>」。
【００４２】
　なお、位相を制御する場合、位相の制御が容易であることから、マイクロ波発振器とし
ては、半導体素子を用いて構成された半導体型発振器を用いることが好ましい。
【００４３】
　照射部１０１は、例えば、２以上の異なる周波数のマイクロ波を照射可能なものであっ
てもよい。
【００４４】
　例えば、照射部１０１は、一以上の出射部１２が出射するマイクロ波の周波数を変更す
ることにより、変更の前後で２以上の異なる周波数のマイクロ波を照射するものであって
もよい。また、照射部１０１の、複数の出射部１２のうちの２以上が、異なる周波数のマ
イクロ波を出射することで、２以上の異なる周波数のマイクロ波を照射可能なものであっ
てもよい。この場合、例えば、出射部１２を移動させて、一の領域にマイクロ波を照射す
る出射部１２を異なる周波数のマイクロ波を出射する出射部１２に変更することで、２以
上の異なる周波数のマイクロ波を一の領域に照射することができる。
【００４５】
　照射部１０１の各出射部１２が照射するマイクロ波の周波数は、例えば、後述する制御
部１０７により制御される。例えば、照射部１０１は、後述する制御部１０７により、後
述する状況情報に応じた周波数のマイクロ波を照射するよう制御される。
【００４６】
　照射部１０１が、出射部１２が出射するマイクロ波の周波数を変更することにより、２
以上の異なる周波数のマイクロ波を照射する場合、どのようにして、出射部１２が異なる
周波数のマイクロ波を照射できるようにするかは問わない。例えば、照射部１０１が、マ
イクロ波発振器１０１１として、発生するマイクロ波の周波数が可変である１以上の半導
体型発振器を用いるようにし、この１以上の半導体型発振器１０１１が発生するマイクロ
波の周波数を変更することで、出射部１２から２以上の異なる周波数のマイクロ波を照射
できるようにしてもよい。また、照射部１０１が、例えば、発生するマイクロ波の周波数
が互いに異なる複数の半導体型発振器（図示せず）を有するようにして、この複数の半導
体型発振器のうちの、マイクロ波を発生する１以上の半導体型発振器を切り替えることに
より、複数の出射部１２から異なる周波数のマイクロ波を照射できるようにしてもよい。
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発生するマイクロ波の周波数が可変である半導体型発振器については公知技術であるため
、ここでは詳細な説明は省略する。周波数を変更可能な半導体型発振器としては、例えば
、以下のＵＲＬに示すものが知られている。「ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｆｃｂ－ｍｉｃｒ
ｏｗａｖｅ．ｊｐ／ｆｃｂ－ｍｉｃｒｏｗａｖｅ／ｗｐ－ｃｏｎｔｅｎｔ／ｕｐｌｏａｄ
ｓ／ＣＹＴ－１５０１６．ｐｄｆ」、「ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｔｏｋｙｏ－ｋｅｉｋｉ
．ｃｏ．ｊｐ／ｒｆ／ｊ／ｐｒｏｄｕｃｔｓ／ｐｄｆ／２．４５＿２００＿ｈａｓｓｈｉ
ｎｋｉ＿ｊ．ｐｄｆ」。
【００４７】
　また、半導体型発振器であるマイクロ波発信器１０１１が発生するマイクロ波の周波数
は、例えば、後述する制御部１０７により制御される。半導体型発振器の周波数制御の原
理等については、例えば、以下のＵＲＬ等を参考にされたい。「ｈｔｔｐ：／／ｃｐ．ｌ
ｉｔｅｒａｔｕｒｅ．ａｇｉｌｅｎｔ．ｃｏｍ／ｌｉｔｗｅｂ／ｐｄｆ／００－２５６４
．ｐｄｆ」、「ｈｔｔｐ：／／ｔｏｒａｇｉ．ｃｑｐｕｂ．ｃｏ．ｊｐ／Ｐｏｒｔａｌｓ
／０／ｂａｃｋｎｕｍｂｅｒ／２００４／０５／ｐ０９８－０９９．ｐｄｆ」、「ｈｔｔ
ｐ：／／ｗｗｗ．ａｌｔｉｍａ．ｊｐ／ｃｏｌｕｍｎ／ｆｐｇａ＿ｅｄｉｓｏｎ／ｖｃｏ
＿ｖｃｘｏ．ｈｔｍｌ」。
【００４８】
　図１においては、一例として、マイクロ波発振器１０１１ａおよび１０１１ｂは、発生
するマイクロ波の周波数が可変であり、かつ、位相を制御するための移相器（図示せず）
を有する半導体型発振器である場合を例に挙げて説明する。
【００４９】
　移動部１０２は、照射部１０１が有する複数の出射部１２を、個別に移動させるもので
ある。個別に移動とは独立して移動させることと考えてもよい。移動部１０２は、例えば
、複数の伝送手段１０１２がそれぞれ有する出射部１２（例えば、アンテナ）を個別に移
動させる。移動部１０２は、例えば、照射部１０１が有する伝送手段１０１２を個別に移
動させることで、伝送手段１０１２が有する出射部１２を個別に移動させてもよい。移動
部１０２は、例えば、照射部１０１が有する複数の導波管（図示せず）の出射部１２であ
る端部を個別に移動させてもよい。
【００５０】
　各出射部１２の移動は、一次元方向の移動（例えば、直線方向の移動）であってもよく
、二次元方向の移動（例えば、平面内における移動等）であってもよく、三次元方向（例
えば、空間内における移動等）であってもよい。また、ここでの移動は、出射部１２の方
向の変更も含むと考えてもよい。出射部１２の方向とは、例えば、マイクロ波の出射方向
の変更や、出射方向を中心とした回転等である。例えば、ここでの移動は、一次元～三次
元方向の移動と、照射方向の変更との組合せであってもよい。出射部１２の照射方向の変
更は、例えば、出射部１２であるアンテナの向きの変更であってもよい。
【００５１】
　移動部１０２が、照射部１０１が有する複数の出射部１２を個別に移動させるための構
造等は問わない。例えば、移動部１０２は、２または３以上のロボットアーム１０２２を
有するものであってもよい。この複数のロボットアーム１０２２は、例えば、独立して移
動可能なロボットアーム１０２２である。ロボットアームは、マニピュレータとも呼ばれ
る。ロボットアーム１０２２は、例えば、複数のモータ等のアクチュエータによってそれ
ぞれ駆動される複数の関節によって連結された複数のアームにより先端等を移動させるも
のである。ロボットアーム１０２２は、どのようなロボットアームであってもよい。ロボ
ットアーム１０２２は、例えば、垂直多関節のロボットアームや、水平多関節のロボット
アームである。ロボットアーム１０２２は、移動の自由度が高いことから、例えば、ｎ軸
（ｎは、６以上の整数）のロボットアームであることが好ましい。移動部１０２は、複数
のロボットアーム１０２２のみにより構成されていてもよく、その他の構成等を有してい
ても良い。ロボットアーム１０２２のサイズ等は問わない。また、ロボットアーム１０２
２と、ロボットアーム１０２２に設置される出射部１２とのサイズの比率等は問わない。
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ロボットアームや、ロボットアームの姿勢や動作等の制御については、公知技術であるた
め、ここでは詳細な説明は省略する。
【００５２】
　例えば、複数の伝送手段１０１２の出射部１２（例えば、アンテナ）が、移動部１０２
が有する複数のロボットアーム１０２２にそれぞれ設置され、各ロボットアーム１０２２
を動かすことで、各ロボットアーム１０２２に配置した出射部１２を移動させることがで
きる。例えば、各ロボットアーム１０２２を個別に動かすことで、ロボットアーム１０２
２に取付けられた各出射部１２を個別に移動させることができる。出射部１２は、例えば
、各ロボットアーム１０２２のいわゆる手先や手先効果器（図示せず）や先端等に設置さ
れる。ロボットアーム１０２２の手先等に設けられた把持部（図示せず）等で、出射部１
２が把持されている場合も、ここでは、出射部１２がロボットアーム１０２２に設置され
ていると考えてもよい。また、伝送手段１０１２が導波管を有している場合、ロボットア
ーム１０２２に導波管の端部である出射部１２を設置し、ロボットアーム１０２２を動か
すことでこの導波管の端部を移動させるようにしてもよい。
【００５３】
　例えば、移動部１０２は、照射部１０１が有する出射部１２の数と同数のロボットアー
ム１０２２を有していることが好ましい。ただし、移動部１０２は、少なくとも、２以上
のロボットアーム１０２２を有しているようにし、この２以上のロボットアーム１０２２
にそれぞれ設置された出射部１２を、少なくとも個別に移動させることができればように
してもよい。
【００５４】
　なお、移動部１０２が有するロボットアーム１０２２に対し、伝送手段１０１２の出射
部１２を設置し、出射部１２以外の同軸ケーブルや、マイクロ波発振器１０１１等を、ロ
ボットアーム１０２２以外の場所に設置してもよい。また、出射部１２が設置されたロボ
ットアーム１０２２に、この出射部１２を有する伝送手段１０１２や、この伝送手段１０
１２によりマイクロ波が伝送されるマイクロ波発振器１０１１等を適宜設置するようにし
てもよい。例えば、図１に示すように、移動部１０２が有するロボットアーム１０２２ａ
に照射部１０１ａの構成を設置し、ロボットアーム１０２２ｂに照射部１０１ｂの構成を
設定するようにしてもよい。
【００５５】
　なお、移動部１０２として、ロボットアーム１０２２以外のロボットや、クレーンや、
いわゆる遠隔操作可能ないわゆるドローン等の移動体や、レール上等を移動する移動体等
を用いてもよい。
【００５６】
　１または２以上のセンサ１０３は、状況情報を取得する。状況情報は、複数の出射部１
２が出射するマイクロ波が照射される領域に関連した状況を示す情報である。ここでの領
域は、例えば、三次元空間も含む概念である。状況情報は、マイクロ波が照射される領域
内の１または２以上の所望の箇所の状況を示す情報であってもよく、マイクロ波が照射さ
れる照射対象物の状況を示す情報であってもよい。ここでの所望の箇所は、複数の出射部
１２が出射する複数のマイクロ波による電界が集中する箇所や、複数のマイクロ波が干渉
により強め合う箇所や、入射されるマイクロ波の位相が同位相となる箇所等である。ここ
でのマイクロ波が照射される領域は、複数の出射部１２から出射されるマイクロ波が重な
る領域であることが好ましい。マイクロ波が照射される領域に関連した状況とは、例えば
、領域内の温度や、圧力、湿度、導電率である。また、マイクロ波が照射される領域に関
連した状況は、マイクロ波が照射される領域に、図示しない撹拌翼等の装置が設けられて
いる場合、この装置の負荷の状況を示す値（例えば、撹拌翼の回転時のトルク等）であっ
てもよい。また、マイクロ波が照射される領域の状況とは、図示しないマイクロ波の照射
対象物の状況や、マイクロ波が照射される１以上の箇所の状況も含むと考えてもよい。領
域の状況とは、例えば、領域の温度や、粘度、ｐＨ、カラー、濃度、水分（含水率）、糖
度、導電率等である。例えば、１以上のセンサ１０３は、温度センサや、比重センサ、圧
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力センサ、濃度センサ、カラーセンサ、撹拌トルクセンサ、湿度センサ、ｐＨセンサ、導
電率センサ、粘度センサ、水分センサ、および糖度センサ等のうちの１以上である。なお
、照射対象物については、後述する。
【００５７】
　センサ１０３の取得する状況情報は、センサ１０３が取得した電気信号の出力値等のい
わゆる生データや、この生データを、測定対象を表す値（例えば、温度や圧力、導電率、
水分量等の値）に置き換えた値等の測定値であってもよく、「高い」、「低い」等の二値
の値であってもよい。二値の値は、例えば、測定値が、センサ１０３に対して予め決めら
れた閾値より高いか否か等を判断することで取得された値であってもよい。
【００５８】
　マイクロ波処理装置１が２以上のセンサ１０３を有している場合、各センサ１０３は、
測定対象が同じセンサ（例えば、同じ温度センサ等）であってもよく、異なるセンサであ
ってもよい。
【００５９】
　状況情報を取得可能であれば、１以上のセンサ１０３が設けられている位置は問わない
。図１においては、温度分布を検出するための赤外線イメージセンサである一のセンサ１
０３が複数の出射部１２から照射されるマイクロ波が重なる領域が検出対象の領域となる
よう設けられている場合を一例として示している。ただし、センサ１０３はどのようなセ
ンサであってもよく、また、センサ１０３が設けられている位置や、センサ１０３の数、
センサ１０３の形状等は問わない。
【００６０】
　状況対応情報格納部１０４には、１以上の状況対応情報が格納される。状況対応情報は
、１以上のセンサ１０３が取得した１以上の状況情報が示す値の２以上の範囲を指定する
情報と、この２以上の範囲にそれぞれ対応する照射部１０１が照射するマイクロ波の周波
数を示す情報と有する情報である。一の値の範囲を指定する情報は、例えば、値の上限値
および下限値の少なくとも一方を有する情報である。例えば、一の値の範囲を指定する情
報が、一の上限値を有する場合、この一の値の範囲は、この一の上限値以下（あるいは未
満）の範囲と考えてもよい。また、例えば、一の値の範囲を指定する情報が、一の下限値
を有する場合、この一の値の範囲は、この一の下限値以上（あるいは下限値より上）の範
囲と考えてもよい。また、例えば、値の２以上の範囲を指定する情報は、一の閾値であっ
てもよく、この場合、例えば、この閾値以上の値の範囲を第一の範囲、この閾値未満の値
の範囲を第二の範囲と考えてもよい。２以上の範囲は、例えば、重複しない範囲である。
２以上の範囲を合せた範囲は、例えば、１以上のセンサ１０３が取得可能な値の範囲を含
む範囲となるようにすることが好ましい。なお、範囲を指定する情報が指定する一の範囲
は、２以上の異なる状況情報のそれぞれについての範囲を指定する情報を有していても良
い。状況対応情報は、例えば、状況情報と対応付けて（例えば、状況情報の識別子等と対
応付けて）状況対応情報格納部１０４に格納されてもよい。
【００６１】
　状況対応情報格納部１０４は、不揮発性の記録媒体でも、揮発性の記録媒体でも良い。
かかることは他の格納部についても同様である。なお、状況対応情報を用いない場合、状
況対応情報格納部１０４は省略するようにしてもよい。
【００６２】
　照射管理情報格納部１０５には、１以上の照射管理情報が格納される。一の照射管理情
報は、例えば、（１－Ａ）複数の出射位置情報および対象位置情報を有する情報である。
また、一の照射管理情報は、（１－Ｂ）複数のマイクロ波の出射部１２の位置をそれぞれ
示す複数の出射位置情報の１以上の組が、移動が行なわれる順序と対応付けて格納される
情報であってもよい。以下、照射管理情報が、上記のいずれかの情報である場合について
説明する。
【００６３】
　（１－Ａ）照射管理情報が、複数の出射位置情報および対象位置情報を有する情報であ
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る場合
　複数の出射位置情報は、照射部１０１が有する複数の出射部１２の位置をそれぞれ示す
情報である。出射位置情報は、出射部１２の位置を示す情報であり、例えば、出射部１２
の座標である。また、出射位置情報は、出射部１２の方向を示す情報を更に有していても
良い。方向を示す情報は、例えば、上述したようなマイクロ波の照射方向を示す情報や、
出射部１２の照射方向に対する回転角度等を示す情報である。照射方向を示す情報は、例
えば、方向ベクトルや、方位角と仰角との組合せ等である。なお、出射部１２が出射する
マイクロ波の指向性が高い場合、出射部１２の方向によって、マイクロ波が照射される領
域が異なる可能性が高いため、出射位置情報は、照射方向を示す情報を有していることが
好ましい。逆に、出射部１２が出射するマイクロ波の指向性が低い場合、出射位置情報は
、方向を示す情報を有していなくてもよい。
【００６４】
　一の出射位置情報は、一の出射部１２に対応付けられた情報である。例えば、一の出射
管理情報が有する各出射位置情報は、それぞれが対応付けられた出射部１２を特定する情
報と対応付けられて一の照射管理情報に格納されている。出射部１２を特定する情報を、
ここでは出射部特定情報と称す。出射部特定情報は、例えば、移動部１０２の、出射部１
２が設置された移動可能な部分を特定する情報である。出射部特定情報は、出射部１２の
識別子である。出射部１２の識別子は、例えば、出射部１２に割り当てれらたコード等で
ある。また出射部特定情報は、例えば、出射部１２が設置された、移動部１０２が有する
ロボットアーム１０２２を特定する情報であり、例えば、ロボットアーム１０２２の識別
子等である。ロボットアーム１０２２の識別子は、例えば、ロボットアーム１０２２に割
り当てられたコードや、ＩＰアドレス等のアドレス情報等である。
【００６５】
　対象位置情報は、マイクロ波の照射対象となる位置を示す情報である。マイクロ波の照
射対象とは、例えば、複数の出射部１２から照射されるマイクロ波による電界が集中する
箇所や、複数の出射部１２から照射されるマイクロ波同士が干渉により強め合う箇所や、
複数の出射部１２から照射されるマイクロ波の位相が同位相となる箇所であり、照射対象
を示す位置は、これらの箇所を示す位置である。
【００６６】
　一の照射管理情報が有する複数の出射位置情報は、例えば、同じ照射管理情報が有する
対象位置情報が示す位置において、複数の出射部１２から出射されるマイクロ波による電
界を集中させるため、あるいは電界強度を高くするための、各出射部１２の位置を示す情
報である。なお、この場合の各出射部１２から出射されるマイクロ波の位相は、例えば、
予め決められた位相であるとする。
【００６７】
　（１－Ｂ）照射管理情報が、複数の出射位置情報の１以上の組が、移動が行なわれる順
序と対応付けて格納された情報である場合
　出射位置情報の詳細や、複数の出射位置情報がそれぞれ出射部特定情報と対応付けて格
納されうることについては、上記と同様である。
【００６８】
　移動が行なわれる順序とは、例えば、制御部１０７の制御によって、移動部１０２が、
複数の出射部１２を移動させる順序である。移動が行なわれる毎に、マイクロ波の照射や
、マイクロ波照射による処理が行なわれる場合、移動が行なわれる順序は、マイクロ波照
射や、処理が行なわれる順序と考えてもよい。出射位置情報の１以上の組が移動が行なわ
れる順序と対応付けて格納されるということは、例えば、移動が行なわれる順番に読出さ
れるよう、移動が行なわれる順番に配列されて格納されること等であってもよく、移動が
行なわれる順番を示す連番等の値と対応付けて格納されることであってもよい。また、移
動が行なわれる時刻と対応付けて格納されることであってもよい。この場合の時刻は、標
準時等の絶対的な時刻であってもよく、開始時等を基準にした相対的な時刻であってもよ
い。また、複数の出射位置情報の一の組は、移動を開始するタイミングや、一の照射管理
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情報に応じた移動後に、移動を停止している時間等を示す情報等を更に有していても良い
。
【００６９】
　なお、上記の（１－Ａ）および（１－Ｂ）のいずれの場合においても、１以上の照射管
理情報は、更に、複数の位相指定情報を有していても良い。複数の位相指定情報は、複数
の出射部１２がそれぞれマイクロ波を出射する際の位相を示す情報である。例えば、位相
を示す情報は、例えば、基準となるマイクロ波に対する位相差を示す情報や、初期位相を
示す情報である。位相指定情報は、対応する出射部１２を示す情報と対応付けられて照射
管理情報に格納される。位相指定情報は、対応する出射部１２を示す情報と対応付けられ
た出射位置情報と対応付けられて、照射管理情報に格納されていてもよい。
【００７０】
　照射管理情報格納部１０５に格納される照射管理情報が、どのように取得された情報で
あるかは問わない。例えば、上記の（１－Ａ）において用いられる照射管理情報は、予め
決められた１組以上の複数の出射部１２のそれぞれの出射位置情報の組と、この出射位置
情報を組をそれぞれ用いて、予め決められた数式等により算出された対象位置情報とを有
する情報であってもよい。また、（１－Ａ）において用いられる照射管理情報は、予め決
められた１組以上の複数の出射部１２のそれぞれの出射位置情報の組と、この出射位置情
報の組をそれぞれ用いて行なわれた電界分布や磁界分布を取得する予め決められたシミュ
レーションにより得られた電界や磁界の強度が高い位置を示す対象位置情報と、を有する
情報であってもよい。また、例えば、上記の（１－Ｂ）において用いられる照射管理情報
は、予め決められた１以上の箇所にマイクロ波による電界を集中させるために、この箇所
の位置を示す座標等の情報を用いて算出された複数の出射部１２の出射位置情報を有する
情報である。また、（１－Ｂ）において用いられる照射管理情報は、予め決められた１以
上の箇所にマイクロ波による電界を集中させるために、シミュレーションや実験等によっ
てそれぞれ取得された、複数の出射部１２の出射位置情報の組を有する情報である。なお
、（１－Ｂ）において用いられる照射管理情報は、マイクロ波を照射する箇所の、照射順
番と対応付けて、照射管理情報格納部１０５に格納される。なお、ここでの組は、例えば
、重複しない組合せである。
【００７１】
　マイクロ波を照射する状況によっては、正確な電界や磁界の分布を予測することが困難
な場合があり、電界や磁界が集中する箇所を数式等で算出することが困難な場合がある。
マイクロ波を照射する状況とは、例えば、マイクロ波を照射する環境や、マイクロ波を照
射するアンテナ等の形状等である。例えば、マイクロ波の照射がマイクロ波の反射等が発
生する環境で行なわれる場合等においては、マイクロ波による電界や磁界の分布が反射波
の影響を受けるため、正確な電界や磁界の分布を予測することが困難な場合があり、電界
や磁界が集中する箇所を数式等で算出することが困難な場合がある。このため、このよう
な場合においては、上記のように、シミュレーションを用いて照射管理情報を取得するこ
とが好ましい。マイクロ波の反射等が発生する環境等でマイクロ波の照射を行なう場合と
は、後述するような、マイクロ波処理装置が容器内や閉鎖された空間等でマイクロ波の照
射を行なう場合等である。
【００７２】
　なお、照射管理情報を用いない場合、照射管理情報格納部１０５は省略するようにして
もよい。
【００７３】
　受付部１０６は、位置指定情報を受け付ける。位置指定情報は、マイクロ波の照射対象
となる位置を示す情報である。マイクロ波の照射対象となる位置は、例えば、複数の出射
部１２から出射されるマイクロ波の照射対象となる位置である。マイクロ波の照射対象と
なる位置は、例えば、所望の箇所である。また、ここでの箇所は、一点と考えてもよく、
予め決められたサイズ等を有する領域と考えてもよい。かかることは以下においても同様
である。ここでの一点とは、例えば、一の座標等で指定可能な点である。



(15) JP 6088690 B1 2017.3.1

10

20

30

40

50

【００７４】
　マイクロ波の照射対象となる位置は、例えば、マイクロ波により局所的に加熱する箇所
である。マイクロ波の照射対象となる位置は、例えば、マイクロ波による電界強度を高め
たい箇所である。マイクロ波の照射対象となる位置は、例えば、複数の出射部１２からそ
れぞれ出射されるマイクロ波を、干渉により強め合わせたい箇所である。マイクロ波の照
射対象となる位置は、例えば、複数の出射部１２からそれぞれ出射されるマイクロ波によ
る電界が集中する箇所である。マイクロ波の照射対象となる位置は、例えば、複数の出射
部１２からそれぞれ出射されるマイクロ波を、同位相とさせたい箇所である。
【００７５】
　ここでの受付とは、例えば、ユーザ等による入力手段からの受付や、他の機器等から送
信される入力信号の受信や、記録媒体等からの情報の読み出し等である。位置指定情報の
入力手段は、テンキーやキーボードやマウスやメニュー画面によるもの等、何でも良い。
受付部１０６は、キーボード等の入力手段のデバイスドライバーや、メニュー画面の制御
ソフトウェア等で実現され得る。
【００７６】
　制御部１０７は、移動部１０２による出射部１２の移動を制御する。例えば、制御部１
０７は、移動部１０２に対して、制御信号等を送信することで、移動部１０２を動作させ
て、移動部１０２に設置された各出射部１２の移動を個別に制御する。移動部１０２を動
作させるということは、例えば、移動部１０２の位置を移動させることや、移動部１０２
の姿勢を変更すること等である。各出射部１２の移動を制御することは、例えば、各出射
部１２をそれぞれ移動させることと考えてもよい。例えば、制御部１０７は、移動部１０
２を制御して移動部１０２を動作させることで、各出射部１２を個別に移動させる。
【００７７】
　例えば、移動部１０２が、複数の出射部１２がそれぞれ設置された複数のロボットアー
ム１０２２を有している場合、制御部１０７は、各ロボットアーム１０２２に対して制御
信号等を送信して、各ロボットアーム１０２２を個別に動作させることで、各出射部１２
を個別に移動させることができる。各ロボットアーム１０２２の制御は、移動部１０２の
制御と考えてもよい。ここでの移動は、出射部１２ａおよび１２ｂの出射方向等が所望の
方向となるよう出射部１２の向き等を動かすことも含む概念である。ロボットアーム１０
２２の動作は、例えば、ロボットアーム１０２２の移動や姿勢の変更である。
【００７８】
　例えば、図１においては、制御部１０７は、制御信号を送信して、移動部１０２が有す
るロボットアーム１０２２ａおよび１０２２ｂをそれぞれ動作させることで、ロボットア
ーム１０２２ａおよびロボットアーム１０２２ｂにそれぞれ設置された出射部１２ａおよ
び１２ｂを、所望の位置に移動させることができる。
【００７９】
　制御部１０７は、例えば、図示しない格納部等に予め格納された出射部１２を所望の位
置に移動させるためのデータを読出し、このデータが示す位置に、出射部１２が移動する
よう、移動部１０２を制御する。このデータは、例えば、照射管理情報格納部１０５に格
納された照射管理情報である。例えば、移動部１０２がロボットアーム１０２２を有して
おり、一の出射部１２が一のロボットアーム１０２２の先端に設置されている場合、図示
しない格納部に、照射管理情報等の、この一の出射部１２の移動先となる座標や、移動後
の出射方向を示す情報（例えば、方位角と仰角とを有する情報や、方向ベクトル等）を予
め蓄積しておくようにし、制御部１０７が、マイクロ波を照射する際に、この移動先の座
標や出射方向を示す情報を図示しない格納部等から読出し、ロボットアーム１０２２の先
端の位置および方向が、読出した移動先の座標や方向ベクトルが示す座標や方向になるよ
うにロボットアーム１０２２を制御するための情報を、読出した移動先の座標や出射方向
を示す情報から算出し、この情報を用いて、一のロボットアーム１０２２を動作させるこ
とで、一の出射部１２を所望の位置に移動させることができる。
【００８０】
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　なお、上述した出射部１２の移動先の座標や方向ベクトルの情報から算出されるロボッ
トアーム１０２２を制御するための情報は、例えば、ロボットアーム１０２２を構成する
アームの位置等を制御するための情報であり、具体例を挙げると、ロボットアーム１０２
２を構成する複数のアクチュエータ等を制御するための情報である。ロボットアーム１０
２２の先端の移動先の位置を示す座標や方向ベクトル等の情報から、ロボットアーム１０
２２を制御するための情報を算出する処理は、ロボットアーム１０２２を制御する技術等
として公知の技術であるため、ここでは、詳細な説明は省略する。
【００８１】
　制御部１０７は、例えば、移動部１０２を制御して、照射部１０１の複数の出射部１２
から照射されるマイクロ波が少なくとも所望の箇所で重なるよう１または２以上の出射部
１２を移動させる。例えば、制御部１０７は、移動部１０２（例えば、移動部１０２が有
する１または２以上のロボットアーム１０２２）を制御して動作させて、複数の出射部１
２から照射されるマイクロ波が少なくとも所望の箇所で重なるよう１または２以上の出射
部１２を個別に移動させる。このように、複数の出射部１２をそれぞれ個別に移動させる
ことで、複数の出射部１２から出射されるマイクロ波を、所望の箇所に重ねて照射するこ
とができる。これにより、例えば、一のマイクロ波の照射では行なうことができない、複
数のマイクロ波照射を組み合わせた加熱、例えば、局所的な加熱や、均等な加熱等を、所
望の箇所に対して行なうことが可能となる。
【００８２】
　また、制御部１０７は、例えば、移動部１０２を制御して、照射部１０１の複数の出射
部１２から照射されるマイクロ波が、所望の箇所で干渉により強め合うよう１以上の出射
部１２を移動させる。例えば、制御部１０７は、移動部１０２（例えば、移動部１０２が
有する１または２以上のロボットアーム１０２２）を制御して動作させて、複数の出射部
１２から照射されるマイクロ波が所望の箇所で干渉により強め合うよう１または２以上の
出射部１２を個別に移動させる。これにより、一のマイクロ波の照射では行なうことがで
きない、所望の箇所における局所的な加熱を行なうことができる。
【００８３】
　なお、ここでの所望の箇所は、例えば、複数の出射部１２から出射されるマイクロ波が
重なって照射される領域内の１以上の所望の箇所である。かかることは以下の制御におい
ても同様である。また、この所望の箇所と、各出射部１２との間は、マイクロ波の透過性
が高い空間、例えば、誘電率が低い物質を有する空間であることが好ましい。かかること
は以下においても同様である。
【００８４】
　また、制御部１０７は、例えば、移動部１０２を制御して、所望の箇所で複数の出射部
１２から照射されるマイクロ波による電界が集中するよう１以上の出射部を移動させる。
マイクロ波による電界は、例えば、マイクロ波により生じる電界や、マイクロ波マイクロ
波が存在することにより生じるマイクロ波自身の電界と考えてもよい。電界が集中すると
いうことは、例えば、電界強度が高くなることや、電界強度の分布が高くなること等であ
る。ここでの電界が集中する、とは、例えば、複数の出射部１２の位置を移動させない場
合に比べて、電界が集中することや、電界強度の分布が高くなることである。ここでの位
置は、方向も含むと考えてもよい。例えば、制御部１０７は、移動部１０２（例えば、１
または２以上のロボットアーム１０２２）を制御して動作させて、複数の出射部１２から
照射されるマイクロ波による電界が所望の箇所で集中するよう１以上の出射部１２を移動
させる。これにより、一のマイクロ波の照射では行なうことができない、所望の箇所にお
ける局所的な加熱を行なうことが可能となる。
【００８５】
　また、制御部１０７は、例えば、移動部１０２を制御して、所望の箇所に入射されるマ
イクロ波の位相が同位相となるように、各出射部を移動させる。例えば、制御部１０７は
、移動部１０２（例えば、１または２以上のロボットアーム１０２２）を制御して動作さ
せて、複数の出射部１２から所望の箇所に入射される複数のマイクロ波が、同位相となる
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よう１または２以上の出射部１２を移動させる。これにより、一のマイクロ波の照射では
行なうことができない、所望の箇所における局所的な加熱を行なうことが可能となる。
【００８６】
　以下、複数の出射部１２からそれぞれ所望の箇所に入射されるマイクロ波の位相が、同
位相となるようにするための、複数の出射部１２を移動させる制御について例を挙げて説
明する。
【００８７】
　図２は、照射部１０１が有する複数の出射部１２を移動させる制御を説明するための模
式図である。出射部１２を移動させる制御は、出射部１２の位置の制御と考えてもよい。
ここでは、照射部１０１が、アンテナ等の５つの出射部１２（ここでは、出射部１２ａ～
１２ｅと称す）を有している場合について説明する。なお、以下の第１の例および第２の
例においては、いずれも、出射部１２ａ～１２ｅがそれぞれ発生するマイクロ波の出力周
波数は同じであり、出射するマイクロ波の位相も同位相であるとする。所望の箇所１０２
１は、複数の出射部１２から出射されるマイクロ波が重なる領域に位置しているものとす
る。移動前の各出射部１２ａ～１２ｅと所望の箇所１０２１との距離をそれぞれ距離Ｋａ
～Ｋｅとする。なお、ここでは、説明の便宜上、それぞれの距離Ｋａ～Ｋｅが異なる値と
なるように、所望の箇所１０２１の位置を設定している。なお、図２における出射部１２
ａおよび１２ｂと、図１における出射部１２ａおよび１２ｂとは、同じものと考えてもよ
く、異なるものと考えてもよい。
【００８８】
　（２?Ａ）移動制御の第１の例
　複数の出射部１２ａ～１２ｅからそれぞれ所望の箇所１０２１に入射されるマイクロ波
の位相が、同位相となるようにするために、例えば、各出射部１２ａ～１２ｅと所望の箇
所１０２１との間の距離Ｋａ～Ｋｅの差によって生じる位相差が０となるように、出射部
１２ａ～１２ｅの位置を制御すればよい。
【００８９】
　このためには、複数の出射部１２のうちの基準となる一の出射部１２から、所望の箇所
１０２１までの距離と、各出射部１２ａ～１２ｅと所望の箇所１０２１との間の距離との
差を算出し、その差を、各出射部１２ａ～１２ｅから出射されるマイクロ波の波長で除算
して余りαａ～αｅ（＜λ）を求め、この余りαａ～αｅがそれぞれ示す距離だけ、各出
射部１２ａ～１２ｅを、所望の箇所１０２１の方向に移動させる。すなわち所望の箇所１
０２１に近づける。ただし、基準となる一の出射部１２については、上記の位相差の算出
は行なわなくても良く、基準となる一の出射部１２の位相は変更しないようにしてもよく
、位相差を０としてもよい。
【００９０】
　例えば、一の基準となる出射部１２を出射部１２ｃとした場合、距離Ｋａと距離Ｋｃの
距離の差、つまりＫａ－Ｋｃを算出し、この差を、出射部１２が出射するマイクロ波の波
長λで除算して余りαａ（αａ＜λ）を求め、移動部１０２を制御して、この余りαａの
値だけ、出射部１２ａを所望の箇所１０２１に近づくよう移動させる。
【００９１】
　同様に、距離Ｋｂと距離Ｋｃの距離の差、つまりＫｂ－Ｋｃを算出し、この差をマイク
ロ波の波長λで除算して余りαｂ（αｂ＜λ）を求め、移動部１０２を制御して、このα
ｂの距離だけ、出射部１２ｂを所望の箇所１０２１に近づくよう移動させる。
【００９２】
　同様に、距離ＫｄおよびＫｅと、距離Ｋｃとの距離の差を波長λで除算した余りがそれ
ぞれαｄおよびαｅであったとすると、移動部１０２を制御して、このαｄ及びαｅの距
離だけ、出射部１２ｄおよび出射部１２ｅを所望の箇所１０２１に近づくよう移動させる
。
【００９３】
　ここでは、距離Ｋｃが距離の基準であるため、上記の移動距離は、出射部１２ｃと所望
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の箇所１０２１との距離を基準とした位相である。このため、出射部１２ｃについては、
上記のような距離の差等を算出しなくてもよく、出射部１２ｃの位置は、例えば、変化さ
せなくてもよい。
【００９４】
　なお、ここでは、距離の基準を出射部１２ｃとしたが、どの出射部１２を距離の基準と
してもよい。また、距離の基準として、任意の距離を用いるようにしてもよい。この場合
、各出射部１２についての余りの値が同じ値となるよう、各出射部１２を移動させるよう
にしてもよい。
【００９５】
　また、上記で算出する余りは、一の距離を基準とした場合の相対的な余りであるため、
制御部１０７は、結果的に、この相対的な余りが無くなるよう各出射部１２の位置を変更
することができれば、移動部１０２を制御して、各出射部１２の位置をどのように移動さ
せてもよい。例えば、出射部１２ｃに対する出射部１２ａの余りがある値γであった場合
、制御部１０７は、移動部１０２を制御して、出射部１２ａを所望の箇所１０２１に対し
てβだけ近づけるよう移動させてもよく、出射部１２ａを１／３γだけ所望の箇所１０２
１近づけるとともに、出射部１２ｃを２／３γだけ、所望の箇所１０２１から遠ざけるよ
うにしてもよい。かかることは、以下においても同様である。
【００９６】
　（２?Ｂ）移動制御の第２の例
　例えば、制御部１０７は、移動部１０２を制御して、上記の距離Ｋａ～Ｋｅを、それぞ
れの出射部１２ａ～１２ｅが発生するマイクロ波の波長λで除算して得られた余りβａ～
βｅが示す距離だけ、各出射部１２ａ～１２ｅを所望の箇所１０２１に近づけるよう移動
させる。ただし、βａ～βｅは、いずれもλ未満であるとする。
【００９７】
　なお、上記の制御は一例であり、複数の出射部１２のそれぞれと、所望の箇所１０２１
について算出した上記の余りが、同じ値となるようにすることができれば、出射部１２ａ
～１２ｅの位置をどのように変更してもよい。
【００９８】
　なお、上記においては、所望の箇所１０２１が一つである場合を例に挙げて説明したが
、所望の箇所が複数である場合、それぞれの箇所が同位相となるように移動後の各出射部
１２ａ～１２ｅの位置を決定すればよい。ただし、所望の箇所の配置によっては、複数の
箇所が同位相となるような位置が決定できない場合がある。
【００９９】
　上記のように出射部１２ａ～１２ｅの位置を制御することで、例えば、所望の箇所を局
所的に加熱すること等が可能となる。
【０１００】
　なお、上記においては、５つのマイクロ波発振器１０３を用いた場合について説明した
が、マイクロ波発振器１０１１の数は２以上であればよく、２以上であれば、上記と同様
の制御が実現可能である。
【０１０１】
　また、上記の（２－Ａ）や（２－Ｂ）において示した位相差等を算出する算出式等の代
わりに、適宜、近似した位相差等を算出可能な近似式等を用いるようにしてもよい。
【０１０２】
　なお、上記においては、１または２以上の所望の箇所が局所的に加熱されるように、複
数の出射部１２の位置を個別に移動する場合等について説明したが、本実施の形態におい
ては、例えば、複数の出射部１２をそれぞれ適切な位置に移動させることで、所望の領域
等に、一のマイクロ波を照射した場合に比べて均等となる電界分布を生じさせるようにし
てもよい。このようにすることで、所望の領域を適宜、均等に加熱することができる。
【０１０３】
　また、上記においては、複数の出射部１２から照射されるマイクロ波の位相差が０であ



(19) JP 6088690 B1 2017.3.1

10

20

30

40

50

る場合を例に挙げて説明したが、複数の出射部１２から照射されるマイクロ波の位相差が
ある場合においては、この位相差を考慮して、所望の箇所において複数の出射部１２から
同位相のマイクロ波が照射されるよう、各出射部１２を移動させるようにしてもよい。例
えば、出射部１２ａに対して、出射部１２ｂの位相がδだけ遅れていたとすると、まず、
出射部１２ａと出射部１２ｂとの位置を、それぞれが同位相のマイクロ波を照射すると仮
定した場合について上記のように決定し、更に、出射部１２ｂの位置を、上記の位相差δ
の分だけ、所望の箇所に近づけるようにしてもよい。例えば、出射部１２ｂの位置を、同
位相として決定した位置から、λδだけ、所望の箇所の方向に移動させるようにしてもよ
い。
【０１０４】
　なお、１または２以上の所望の箇所が、複数の出射部１２から照射されるマイクロ波の
干渉により強めあう位置となるようするために、制御部１０７が移動部１０２を制御して
複数の出射部１２を移動させる位置は、上記以外の手法等により決定してもよい。例えば
、複数のマイクロ波発振器１０１１の位置をそれぞれ変えてシミュレーションや実験等を
行なうことで、所望の箇所においてマイクロ波が強め合うような複数の出射部１２の位置
等を決定してもよい。同様に、所望の領域が均等に加熱されるような複数の出射部１２の
位置をシミュレーション等で決定してもよい。ここでの領域は、３次元空間も含む概念で
ある。また、所望の領域が均等に加熱されるような複数の出射部１２の位置等をシミュレ
ーションにより決定してもよい。
【０１０５】
　なお、以下、本実施の形態においては、制御部１０７が、上述したように、照射管理情
報格納部１０５に格納されている照射管理情報を用いて、照射部１０１が複数の出射部１
２から照射するマイクロ波の位相を制御する場合を例に挙げて説明する。
【０１０６】
　照射部１０１として、上述したように、複数の出射部１２から照射するマイクロ波の位
相が制御可能なものを用いる場合等においては、制御部１０７は、更に、照射部１０１が
複数の出射部１２から照射するマイクロ波の位相を制御するようにしてもよい。例えば、
制御部１０７は、照射部１０１の１または２以上の出射部１２の移動を個別に制御すると
ともに、照射部１０１が複数の出射部１２から照射するマイクロ波の位相を個別に制御す
るようにしてもよい。制御部１０７は、例えば、上述したように、位相を制御可能な１以
上のマイクロ波発振器１０１１を個別に制御することで、１以上のマイクロ波発振器１０
１１が発生するマイクロ波の位相を変更して、位相を変更したマイクロ波を複数の出射部
１２から照射するようにしてもよい。また、照射部１０１が有する１以上の伝送手段１０
１２に対して設けられた、１以上の伝送手段１０１２が伝送するマイクロ波の位相を制御
する移相器（図示せず）を個別に制御することで、伝送手段１０１２に伝送されるマイク
ロ波の位相を制御して、位相を変更したマイクロ波を複数の出射部１２から照射するよう
にしてもよい。ただし、照射部１０１は、複数の出射部１２から出射するマイクロ波の位
相をどのように制御するかは問わない。
【０１０７】
　例えば、制御部１０７は、照射部１０１を制御して、複数の出射部１２が出射するマイ
クロ波の位相を制御することで、複数の出射部１２が出射するマイクロ波の位相を異なる
位相としたり、同じ位相としたりすることができる。位相の制御は、例えば、発生するマ
イクロ波の位相を早めることや遅くしたりすることである。位相の制御は、例えば、各出
射部１２から出射されるマイクロ波の初期位相を制御することや設定すること等と考えて
もよい。複数の出射部１２が出射する位相の制御は、例えば、複数の出射部１２が出射す
るマイクロ波の位相の相対的な制御であってもよく、絶対的な制御であってもよい。
【０１０８】
　このように位相を制御することにより、例えば、後述するようにマイクロ波により電界
が集中する箇所を制御することができる。制御部１０７が、マイクロ波発振器１０１１の
位相を制御するための構成や、制御方法については、公知技術であるため、ここでは詳細
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な説明は省略する。
【０１０９】
　制御部１０７は、例えば、複数の出射部１２の少なくとも一部が異なる位相のマイクロ
波を出射するよう照射部１０１を制御する。制御部１０７が、照射部１０１が有するマイ
クロ波発振器１０１１や移相器（図示せず）等を制御することも、照射部１０１を制御す
ることと考えてもよい。少なくとも一部が異なる位相を出射するようにできれば、制御部
１０７が、照射部１０１を制御して複数の出射部１２のそれぞれにどのような位相のマイ
クロ波を照射させるか等は問わない。例えば、制御部１０７は、３以上の出射部１２が、
２または３以上の異なる位相のマイクロ波を発生するよう、照射部１０１を制御する。例
えば、制御部１０７は、複数の出射部１２の一部分（全てを除く）が同じ位相のマイクロ
波を発生し、残りの出射部１２がこれとは異なる位相のマイクロ波を発生するよう照射部
１０１を制御してもよい。例えば、制御部１０７は、図１に示したマイクロ波処理装置１
において、マイクロ波発振器１０１１ａとマイクロ波発振器１０１１ｂとの位相を異なる
位相となるように制御してもよい。
【０１１０】
　制御部１０７は、例えば、１または２以上の所望の箇所に複数の出射部１２から照射さ
れるマイクロ波による電界が集中するよう、照射部１０１が複数の出射部１２から出射す
るマイクロ波の位相を制御する。電界が集中するということは、例えば、電界強度が高く
なることである。ここでの電界が集中する、とは、例えば、複数の出射部１２から照射さ
れるマイクロ波の位相を制御しない場合と比較して、電界が集中するということである。
例えば、マグネトロン等のマイクロ波発振器に、例えば、上述したような移相器等を用い
ずに、位相を制御せずにマイクロ波を発生させた場合、ランダムな位相のマイクロ波が発
生する。マイクロ波の位相を制御しない場合とは、このような場合を意味すると考えても
よい。
【０１１１】
　制御部１０７は、例えば、１または２以上の所望の箇所が、複数の位置から照射される
マイクロ波が干渉により強めあう位置となるよう、照射部１０１が複数の出射部１２から
照射するマイクロ波の位相を制御してもよい。マイクロ波が干渉により強めあう位置は、
例えば、マイクロ波の強度が干渉により強め合う位置と考えてもよい。マイクロ波が強め
合うということは、例えば、振幅が大きくなることと考えてもよい。マイクロ波が干渉に
より強めあう位置とは、例えば、照射される複数のマイクロ波のそれぞれから個別に得ら
れる電界よりも少なくとも高い強度の電界が得られる位置である。また、マイクロ波が干
渉により強め合う位置は、例えば、複数のマイクロ波の中に、干渉により弱め合うものが
含まれない位置であってもよい。ただし、所望の箇所における波の高さは問わない。制御
部１０７は、例えば、１または２以上の所望の箇所が、複数の出射部１２から照射される
マイクロ波が干渉により最も強めあう位置となるよう、照射部１０１が複数の出射部１２
から出射するマイクロ波の位相を制御することが好ましい。このような構成とすることに
よって、１以上の所望の箇所において、複数の出射部１２から照射されるマイクロ波を集
中させることができる。これにより、１以上の所望の箇所を選択的に加熱することが可能
となる。なお、制御部１０７は、１以上の所望の箇所が、３以上の出射部１２から照射さ
れるマイクロ波のうちの２以上が干渉により最も強め合う位置であって、残りのマイクロ
波が、この最も強め合った２以上のマイクロ波を、少なくとも弱めることがない位置とな
るように、３以上の出射部１２から出射されるマイクロ波の位相を制御することによって
、所望の箇所が干渉により強め合うようにしてもよい。
【０１１２】
　なお、複数の出射部１２が同じ周波数のマイクロ波を発生する場合、制御部１０７は、
所望の箇所が、複数の出射部１２から照射される複数のマイクロ波の位相差がπ未満の範
囲に収まる箇所となるように、各出射部１２から照射されるマイクロ波の位相を制御する
ようにしてもよい。この場合、上述したように、所望の箇所が、複数のマイクロ波同士が
干渉により弱め合わない位置となり、その結果、所望の箇所において、マイクロ波が干渉
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により強め合うこととなり、所望の箇所に電界を集中させることができる。
【０１１３】
　例えば、制御部１０７は、１または２以上の所望の箇所に入射されるマイクロ波の位相
が同位相となるように、複数の出射部１２が出射するマイクロ波の位相を制御してもよい
。入射される複数のマイクロ波の位相が同位相となるということは、例えば、所望の箇所
に入射された時点の位相が同位相であることである。複数のマイクロ波が最も強め合う箇
所は、入射される複数のマイクロ波の位相が同位相である箇所、つまり位相差が０となる
箇所である。このため、このように所望の箇所に入射されるマイクロ波の位相が同位相と
なるように位相を制御することで、所望の箇所が複数の位置から照射されるマイクロ波が
干渉によって最も強め合う位置となり、所望の箇所に、複数の位置から照射されるマイク
ロ波を集中させることできる。これにより、所望の箇所を選択的に加熱することができる
。
【０１１４】
　各出射部１２が照射するマイクロ波の位相をどのように決定してもよい。例えば、制御
部１０７が制御する各出射部１２の位置と、各出射部１２が照射するマイクロ波の位相と
の組合せをどのように決定してもよい。例えば、各出射部１２の位置を所望の位置となる
ように設定した後、１以上の所望の箇所に入射されるマイクロ波の位相を同位相とするた
めの、この設定した位置から各出射部１２が出射するマイクロ波の位相を決定してもよい
。あるいは、例えば、各出射部１２の位置が予め決められている場合、１以上の所望の箇
所に入射されるマイクロ波の位相を同位相とするための、この予め決められた位置から各
出射部１２が出射するマイクロ波の位相を決定してもよい。あるいは、各出射部１２が照
射するマイクロ波の位相を設定した後、この位相でマイクロ波を各出射部１２から出射し
た場合に、１以上の所望の箇所に入射されるマイクロ波の位相を同位相となるよう各出射
部１２の位置を決定してもよい。ただし、１以上の所望の箇所に入射されるマイクロ波の
位相を同位相とするための、各出射部１２の位置と、各出射部１２が出射するマイクロ波
の位相との組合せを同時に決定してもよい。
【０１１５】
　１以上の所望の箇所に入射されるマイクロ波の位相を同位相とするための、各出射部１
２が出射するマイクロ波の位相は、どのように決定してもよい。例えば、複数の出射部１
２と所望の箇所との距離、あるいは距離の差によって発生する位相差が無くなるよう、マ
イクロ波を出力する際の位相を決定する。ここで決定する位相は、初期位相と考えてもよ
い。
【０１１６】
　以下、複数の出射部１２からそれぞれ所望の箇所に入射されるマイクロ波の位相が、同
位相となるようにするための位相の制御の例について、上記の図２を用いて説明する。
【０１１７】
　（３－Ａ）位相制御の第１の例
　複数の出射部１２ａ～１２ｅからそれぞれ所望の箇所１０２１に入射されるマイクロ波
の位相が、同位相となるよう位相を制御するために、例えば、各出射部１２ａ～１２ｅと
所望の箇所１０２１との間の距離Ｋａ～Ｋｅの差によって生じる位相差が０となるように
、出射部１２ａ～１２ｅからそれぞれ出射されるマイクロ波の位相を制御すればよい。
【０１１８】
　このためには、上記の（１－Ａ）の場合と同様の余りαａ～αｅ（＜λ）を求め、この
αａ～αｅを波長λで除算した値に２πを乗算して位相差を算出し、この位相差だけ各出
射部１２ａ～１２ｅから出射されるマイクロ波の位相が、上記の基準となる一の出射部１
２からマイクロ波を照射する一のマイクロ波発振器１０１１が発生するマイクロ波の位相
に対して進めるよう設定する。ただし、基準となる一の出射部１２については、上記の位
相差の算出は行なわなくても良く、基準となる一の出射部１２の位相は変更しないように
してもよく、位相差を０としてもよい。
【０１１９】
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　例えば、一の基準となる出射部１２を出射部１２ｃとした場合、距離Ｋａと距離Ｋｃの
距離の差を出射部１２が出射するマイクロ波の波長λで除算して余りαａ（αａ＜λ）を
求め、このαａを波長λで除算した値に２πを乗算した値２παａ／λを算出し、この値
だけ出射部１２ａが発生するマイクロ波の位相を、出射部１２ｃが発生するマイクロ波の
位相に対して進めるように照射部１０１を制御する。
【０１２０】
　同様に、距離Ｋｂと距離Ｋｃの距離の差をマイクロ波の波長λで除算して余りαｂ（α
ｂ＜λ）を求めて２παｂ／λを算出し、この値だけ出射部１２ｂが発生するマイクロ波
の位相を、出射部１２ｃが発生するマイクロ波の位相に対して進めるよう照射部１０１を
制御する。
【０１２１】
　同様に、距離Ｋｂ、距離ＫｄおよびＫｅと、距離Ｋｃとの距離の差を波長λで除算した
余りがそれぞれαｂ、αｄおよびαｅ（＜λ）であったとすると、出射部１２ｂ、１２ｄ
および１２ｅが発生するマイクロ波の位相を、出射部１２ｃが発生するマイクロ波の位相
に対してそれぞれ、２παｂ／λ、２παｄ／λおよび２παｅ／λ進めるよう照射部１
０１を制御する。
【０１２２】
　ここでは、距離Ｋｃが距離の基準であるため、上記の位相は、出射部１２ｃの位相を基
準とした位相である。このため、出射部１２ｃについては、上記のような位相差を算出し
なくてもよく、出射部１２ｃの位相は、例えば、変化させなくてもよく、位相差を０とし
てもよい。
【０１２３】
　なお、ここでは、位相の基準を出射部１２ｃとした場合について説明したが、どの出射
部１２を位相の基準としてもよい。また、何れかの出射部１２と所望の箇所１０２１との
距離を基準とする代わりに、任意の距離を用いるようにしてもよい。この場合、制御部１
０７は、各出射部１２から出射されるマイクロ波の位相を、全ての出射部１２の位相を同
位相とした場合に対して、上記で各出射部１２について算出した位相差分だけシフトする
（例えば、位相を進める）よう制御してもよい。
【０１２４】
　また、上記で算出する位相差は、一の距離を基準とした場合の相対的な位相差であるた
め、制御部１０７は、この相対的な位相差が無くなるよう各出射部１２から出射されるマ
イクロ波の位相を結果的に制御できれば、どのように、各出射部１２の位相を制御しても
よい。例えば、出射部１２ｃに対する出射部１２ａの位相差がπであった場合、制御部１
０７は、出射部１２ａの位相を出射部１２ｃの位相に対してπ進めるよう、照射部１０１
を制御してもよく、出射部１２ａの位相を１／３π進めるとともに、出射部１２ｃの位相
を２／３π遅らせるようにしてもよい。かかることは、以下においても同様である。
【０１２５】
　（３－Ｂ）位相制御の第２の例
　例えば、上記の距離Ｋａ～Ｋｅを、それぞれの出射部１２ａ～１２ｅが発生するマイク
ロ波の波長λで除算して得られた余りβａ～βｅを、更に、各出射部１２ａ～１２ｅが出
射するマイクロ波の波長λで除算して得られた値に２πを乗算した値を取得し、全ての位
相を同位相とした場合に対してこの取得した値の分だけ位相を進めたマイクロ波を、各出
射部１２ａ～１２ｅが出射するよう照射部１０１を制御する。ただし、βａ～βｅは、い
ずれもλ未満であるとする。
【０１２６】
　例えば、出射部１２ａの位相を、２πβａ／λ進め、出射部１２ｂの位相を、２πβｂ
／λ進め、出射部１２ｃの位相を、２πβｃ／λ進め、出射部１２ｄの位相を、２πβｄ
／λ進め、出射部１２ｅの位相を、２πβｅ／λ進めるようにすればよい。
【０１２７】
　なお、上記の制御は一例であり、複数の出射部１２からそれぞれ所望の箇所１０２１に
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入射されるマイクロ波の位相が、同位相となるようにすることができれば、出射部１２ａ
～１２ｅが出力するマイクロ波の位相をどのように変更してもよい。
【０１２８】
　なお、上記においては、所望の箇所１０２１が一つである場合を例に挙げて説明したが
、所望の箇所が複数である場合、それぞれの箇所が同位相となるように各出射部１２ａ～
１２ｅの位相を決定すればよい。ただし、所望の箇所の配置によっては、複数の箇所が同
位相となるような位相が決定できない場合がある。
【０１２９】
　上記のように出射部１２ａ～１２ｅが出射するマイクロ波の位相を制御する場合、各出
射部１２の配置等の物理的な変更が不要であるため、例えば、所望の箇所の位置等を変更
した場合であっても、制御部１０７がマイクロ波を発生する際の位相を変更するよう各出
射部１２が出射するマイクロ波の位相を制御するだけで、高速にマイクロ波を集中させる
所望の箇所を変更することができる。例えば、所望の箇所の位置の変更に追従せて、マイ
クロ波を集中させる箇所を移動させることができる。
【０１３０】
　また、上記の（３－Ａ）や（３－Ｂ）において示した位相差や初期位相等を算出する算
出式等の代わりに、適宜、近似した位相差や初期位相等を算出可能な近似式等を用いるよ
うにしてもよい。
【０１３１】
　なお、上記においては、１または２以上の所望の箇所が局所的に加熱されるように、複
数の出射部１２から照射されるマイクロ波の位相を制御する場合等について説明したが、
本実施の形態においては、例えば、複数の出射部１２の位相を更に個別に制御することで
、所望の領域等に、一のマイクロ波を照射した場合に比べて均等となる電界分布を生じさ
せるようにしてもよい。このようにすることで、所望の領域を適宜均等に加熱することが
できる。ここでの領域は、３次元空間も含む概念である。
【０１３２】
　なお、１または２以上の所望の箇所が、複数の出射部１２から照射されるマイクロ波の
干渉により強めあう位置となるようするために、制御部１０７が制御する複数の出射部１
２からそれぞれ出射されるマイクロ波の位相は、上記以外の手法等により決定してもよい
。例えば、上述したような各出射部１２の位置と各出射部１２が出射するマイクロ波の位
相との組合せについて、シミュレーションや実験等を行なうことで、所望の位置において
マイクロ波が強め合うような各出射部１２の位置と各出射部１２が出射するマイクロ波の
位相との組み合わせ等を決定してもよい。同様に、所望の領域を均等に加熱するための複
数の出射部１２から出射されるマイクロ波の位置と位相との組合せをシミュレーション等
で決定してもよい。
【０１３３】
　例えば、マイクロ波の電界分布等は、マイクロ波を照射する環境や、マイクロ波の照射
対象物の形状や材質、他のマイクロ波吸収体やマイクロ波反射体の有無等によってマイク
ロ波の分布等が影響をうけるため、実空間においては、上記のように算出した各出射部１
２の位置や位相によりマイクロ波を照射しても、必ずしも、所望の箇所にマイクロ波によ
る電界を集中させることができるわけではない。かかることは、所望の領域に均等に電界
を分布させる場合においても同様である。このため、シミュレーション等を利用すること
で、所望箇所に電界を集中させることができる各出射部１２の位置や、各出射部１２が照
射するマイクロ波の位相、あるいはこれらの組合せを決定することができる。
【０１３４】
　このように、上記のように複数の出射部１２のうちの１以上の移動を制御するとともに
、複数の出射部１２が出射するマイクロ波の位相の制御することで、１以上の所望の箇所
に、マイクロ波による電界を集中させることや、所望の領域に均等にマイクロ波による電
界を分布させることが可能となる。これにより、位相の制御と移動の制御との組合せによ
り、マイクロ波の照射を適切に制御することができる。例えば、マイクロ波により所望の
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箇所を適切に加熱することができる。
【０１３５】
　例えば、複数の出射部１２が出射するマイクロ波の位相を同位相となるように照射部１
０１を制御するとともに、複数の出射部１２を、所望の箇所に対して等距離となる位置に
移動させるよう移動部１０２を制御することで、所望の箇所に、複数の出射部１２から照
射されるマイクロ波による電界を集中させることができ、所望の箇所を局所的に加熱する
ことができる。
【０１３６】
　また、所望の箇所に対して等距離とならないように複数の出射部１２を配置するととも
に、複数の出射部１２が出射するマイクロ波の位相を制御することで、所望の箇所に、マ
イクロ波による電界を集中させることができる。
【０１３７】
　また、複数の出射部１２を、それぞれ、所望の箇所にマイクロ波を照射しやすい位置に
移動させるとともに、その位置において複数の出射部１２が出射するマイクロ波による電
界が、所望の箇所で集中するよう、各出射部１２がそれぞれ出射するマイクロ波の位相を
制御してもよい。所望の箇所にマイクロ波を照射しやすい位置とは、例えば、出射部１２
と、所望の箇所との間が、他のマイクロ波透過性が低い物体や、マイクロ波を反射する物
体等で遮蔽されていないような位置である。
【０１３８】
　また、複数の出射部１２が、例えば指向性の高いアンテナ等である場合、所望の箇所に
おいて、複数の出射部１２から照射されるマイクロ波が重なるよう、複数の出射部１２を
移動させるとともに、この所望の箇所でマイクロ波による電界が集中するよう、各出射部
１２がそれぞれ出射するマイクロ波の位相を制御してもよい。
【０１３９】
　なお、制御部１０７は、複数の出射部１２の１以上の位置または出射するマイクロ波の
位相、あるいはこの位置と位相との組み合わせを経時的に変化させて、複数のマイクロ波
により電界が集中する箇所を経時的に移動、つまり変更させるようにしてもよい。例えば
、複数の所望の箇所に対して経時的に電界が集中するよう、複数の出射部１２のうちの１
以上の位置または出射するマイクロ波の位相を経時的に変更してもよい。例えば、制御部
１０７は、複数の所望の箇所のそれぞれが、順次、上記で説明したような所望の箇所とな
るよう、複数の出射部１２のうちの１以上の位置または出射するマイクロ波の位相を経時
的に変更してもよい。例えば、このような位置や位相や、位置と位相との組合せを経時的
に変化させて、マイクロ波による電界が集中する箇所を経時的に移動させることで、照射
対象物の複数の箇所をシーケンシャルに加熱することができる。また、電界が集中する箇
所を、例えば、所望の領域内において変更（例えば、領域内が走査されるよう変更）して
いくことで、結果的に所望の領域にマイクロ波を均等に照射して、所望の領域を均等に加
熱することができる。
【０１４０】
　また、制御部１０７は、例えば、複数の出射部１２に移動と停止とを交互に繰返し行な
わせ、停止時に２以上の出射部１２に上述したように所望のマイクロ波を出射させるよう
にしてもよい。例えば、制御部１０７は、停止時に、１以上の所望の箇所にマイクロ波に
よる電界が集中するよう、あるいは、１以上の所望の箇所においてマイクロ波が強め合う
よう、２以上の出射部１２にマイクロ波を出射させるようにしてもよい。またマイクロ波
を出射させる際には、上述したように、１以上の所望の箇所にマイクロ波による電界が集
中するよう、また、１以上の所望の箇所において、マイクロ波が強め合うよう、２以上の
出射部１２が出射するマイクロ波の位相を個別に制御してもよい。また、制御部１０７は
、各停止時毎に、異なる箇所に、マイクロ波による電界が集中するよう、あるいは、異な
る箇所においてマイクロ波が強め合うよう、各出射部１２の移動を制御してもよい。ここ
での移動は、停止時にマイクロ波を出射させる複数の出射部１２のうちの、１以上の移動
であってもよい。
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【０１４１】
　また、制御部１０７は、複数の出射部１２の１以上の位置または出射するマイクロ波の
位相、あるいはこれらの組み合わせを経時的に変化させて、複数のマイクロ波により電界
を集中させることと、複数のマイクロ波により、所望の領域に電界を均等に分布させるこ
ととを、経時的に切り替えるようにしてもよい。
【０１４２】
　ここでの経時的な変更は、連続的な変更であってもよく、段階的な変更であってもよい
。段階的な変更である場合、各段階に要する時間は、例えば、適宜設定可能である。ある
いは、制御部１０７は、図示しないセンサー等の出力に応じて各段階を進行させるように
してもよい。
【０１４３】
　制御部１０７は、例えば、上述したような照射管理情報格納部１０５に格納されている
照射管理情報を用いて、照射部１０１が複数の出射部１２から照射するマイクロ波の位相
を制御する。例えば、制御部１０７は、照射管理情報格納部１０５に格納されている照射
管理情報から、各出射部１２の識別子等と対応付けられて格納されている各出射部１２が
出射するマイクロ波の位相を示す位相指定情報（例えば、初期位相の値）を読出し、読出
した位相指定情報を用いて、この位相指定情報が示す位相のマイクロ波を各出射部１２か
ら出射させる。照射管理情報が有する位相指定情報は、例えば、上記のように決定された
各出射部１２の位相を指定する情報である。以下、本実施の形態においては、制御部１０
７が、照射管理情報が有する位相指定情報を用いて、各出射部１２の位相を制御する場合
を例に挙げて説明する。
【０１４４】
　照射部１０１として、上述したように、２以上の異なる周波数のマイクロ波を照射可能
なものを用いる場合、制御部１０７は、照射部１０１を制御して、照射部１０１が所望の
領域に照射するマイクロ波の周波数を制御するようにしてもよい。例えば、照射部１０１
が、出射部１２から出射するマイクロ波の周波数を変更可能なものである場合、制御部１
０７は、照射部１０１を制御して、１または２以上の出射部１２から照射される周波数を
変更してもよい。例えば、制御部１０７が、照射部１０１が有する周波数を変更可能な１
または２以上のマイクロ波発信器１０１１を制御して、マイクロ波発振器１０１１が発信
するマイクロ波の周波数を変更することで、１または２以上の照射するマイクロ波の周波
数を異なる周波数に変更してもよい。
【０１４５】
　また、照射部１０１が、２以上の異なる周波数のマイクロ波を出射する複数の出射部１
２を有している場合、制御部１０７は、移動部１０２を制御することにより、複数の出射
部１２の位置を制御して、所望の領域にマイクロ波を照射する出射部１２を、異なる周波
数のマイクロ波を出射する出射部１２に変更することで、所望の領域に照射されるマイク
ロ波の周波数を変更してもよい。例えば、第一の周波数のマイクロ波を照射する１または
２以上の出射部１２を、所望の領域にマイクロ波を照射可能な位置に移動させて、第一の
周波数のマイクロ波を照射させた後、第一の周波数とは異なる第二の周波数のマイクロ波
を照射する１または２以上の出射部１２を、所望の領域にマイクロ波を照射可能な位置に
移動させて、第二の周波数のマイクロ波を照射させるようにしてもよい。なお、第二の周
波数のマイクロ波を照射する１または２以上の出射部１２を移動させた際に、第一の周波
数のマイクロ波を照射する１または２以上の出射部１２は、異なる位置に移動させること
が好ましい。
【０１４６】
　なお、制御部１０７は、例えば、２以上の出射部１２が出射するマイクロ波が同じ周波
数となるよう、周波数を変更してもよく、異なる周波数となるよう周波数を変更してもよ
い。例えば、制御部１０７は、上述したような出射部１２の位置の制御や、位相の制御等
と組み合わせて、出射部１２が出射するマイクロ波を更に制御してもよい。
【０１４７】
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　制御部１０７は、１以上のセンサ１０３が取得した１以上の状況情報に応じた周波数の
マイクロ波を照射するよう、照射部１０１を制御する。例えば、制御部１０７は、１以上
のセンサ１０３が取得した１以上の状況情報に応じて照射部１０１を制御して、照射部１
０１が照射するマイクロ波の周波数を変更する。例えば、制御部１０７は、１以上のセン
サ１０３が取得した１以上の状況情報に応じて、マイクロ波が照射されている所望の領域
の比誘電損失が高くなる周波数のマイクロ波を照射するよう、照射部１０１を制御する。
なお、制御部１０７は、１以上のセンサ１０３が取得した１以上の状況情報に応じて、マ
イクロ波が照射されている領域の比誘電損失が高くなる周波数のマイクロ波を照射するよ
う、照射部１０１を制御するようにしてもよい。例えば、制御部１０７は、１以上のセン
サ１０３が取得した１以上の状況情報に応じて照射部１０１を制御して、所望の領域の比
誘電損失が高くなるよう照射部１０１が照射するマイクロ波の周波数を変更する。例えば
、状況情報に応じて比誘電損失が高くなるよう照射部１０１が照射するマイクロ波の周波
数を変更することで、加熱効率を高めることができる。ここでの「比誘電損失が高くなる
よう」とは、例えば、周波数変更前よりも比誘電損失が高くなるようにすることである。
【０１４８】
　通常、照射対象物等の、マイクロ波の照射対象となる物質の比誘電損失は、物質自身の
状況や、物質が配置された環境の変化に応じて変化する。また、状況の変化等によって、
物質に化学反応等の反応が起こって物質が変化したり、物性が変化したりすることによっ
ても、比誘電損失は変化する。つまり、物質の比誘電損失は、状況情報に応じて変化する
といえる。このことは、例えば、マイクロ波で物質を加熱する場合、状況情報に応じて、
加熱効率が変化することを意味している。このため、本実施の形態においては、制御部１
０７が、状況情報に応じて照射部１０１を制御して、照射部１０１が複数の出射部１２か
ら照射するマイクロ波の周波数を、状況情報に応じた周波数に変更することで、照射対象
物における加熱効率を向上させることができる。
【０１４９】
　図３は、エタノールの各温度における比誘電損失と周波数の関係とを示すグラフである
。図３は、「堀越智、他３名、"マイクロ波化学"、三共出版、ｐ．１１３」という文献に
開示されているグラフである。
【０１５０】
　図３に示すように、例えば、エタノールにおいては、状況情報の一例である温度が変化
すると、各周波数に対する比誘電損失が変化する。このため、エタノールについては、例
えば、マイクロ波を照射する際のそれぞれの温度において、比誘電損失が高くなる周波数
のマイクロ波、好ましくは最も比誘電損失が高くなる周波数のマイクロ波を照射すること
により、加熱効率を向上させることができる。
【０１５１】
　なお、以下、本実施の形態においては、例えば、照射部１０１が有する１以上のマイク
ロ波発振器１０１１が、発生するマイクロ波の周波数が可変である半導体型発振器であり
、制御部１０７は、このような１以上のマイクロ波発振器１０１１が発生するマイクロ波
の周波数が状況情報に応じた周波数となるよう照射部１０１を制御することにより、照射
部１０１が状況情報に応じた周波数のマイクロ波を照射するよう制御する場合を例に挙げ
て説明する。制御部１０７は、例えば、周波数を変更する制御信号を照射部１０１が有す
る１以上のマイクロ波発振器１０１１に対して出力することで、マイクロ波発振器１０１
１が発生するマイクロ波の周波数を変更させ、１または２以上の出射部１２が出射するマ
イクロ波の周波数を変更する。制御信号は、変更後の周波数を指定する信号であってもよ
く、変更後の周波数のマイクロ波を発生するようマイクロ波発振器１０１１を駆動させる
信号等であってもよい。ただし、制御信号は、１以上のマイクロ波発振器１０１１を、所
望の周波数のマイクロ波を発生させるよう制御する信号であればどのような制御信号であ
ってもよい。
【０１５２】
　制御部１０７が、どのように照射部１０１が複数の出射部１２から照射するマイクロ波
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の周波数を状況情報に応じた周波数とするか等は問わない。以下、状況情報が、上述した
ような生データや、測定値等である場合において、（４－Ａ）状況対応情報を用いて、１
または２以上の出射部１２が出射するマイクロ波の周波数を、状況情報に応じた周波数の
マイクロ波を照射する場合、および（４－Ｂ）関数を用いて、状況情報に応じた周波数の
マイクロ波を照射する場合についてそれぞれ説明する。なお、ここでは、一例として、複
数の出射部１２が、同じ周波数のマイクロ波を出射するよう制御されるものとする。
【０１５３】
　（４－Ａ）状況対応情報を用いた場合
　制御部１０７は、例えば、状況対応情報格納部１０４に格納された１以上の状況対応情
報を用いて、照射部１０１が照射するマイクロ波の周波数が、１以上のセンサ１０３が取
得した状況情報が示す値が属する範囲に対応する周波数のマイクロ波となるよう照射部１
０１を制御する。
【０１５４】
　制御部１０７は、例えば、１以上のセンサ１０３が取得した１以上の状況情報が、この
１以上の状況情報に対応する状況対応情報が示す１以上の状況情報についての２以上の範
囲のいずれの範囲に属するか否かを判断し、属すると判断された範囲に対応する周波数の
マイクロ波を照射するよう照射部１０１を制御する。例えば、制御部１０７は、属すると
判断された範囲に対応付けられた周波数を示す情報を取得し、この情報で特定される周波
数となるよう、照射部１０１、具体的には、照射部１０１が有する１以上の半導体型発振
器１０１１を制御する。
【０１５５】
　なお、マイクロ波の周波数を示す情報は、結果的に、照射部１０１が照射するマイクロ
波の周波数を示すことが可能な情報であればよく、周波数の値であってもよく、照射部１
０１が照射するマイクロ波が所望の周波数となるよう制御するために用いられる制御信号
や、制御に用いられるパラメータ値等であってもよい。かかることは、以下においても同
様である。
【０１５６】
　なお、例えば、２以上のセンサ１０３が、測定対象が同じであるセンサである場合、制
御部１０７は、２以上のセンサ１０３がそれぞれ取得した状況情報に対して、予め決めら
れた統計処理を行なって得られた一の値（例えば、平均値や中間値、最大値等）を、２以
上のセンサ１０３がそれぞれ取得した状況情報を代表する状況情報として取得し、この状
況情報を、上述した一のセンサ１０３が取得した状況情報の代わりに用いて、この状況対
応情報から、周波数を示す情報を取得するようにしてもよい。
【０１５７】
　また、２以上のセンサ１０３がそれぞれ取得した状況情報が示す値についての２以上の
範囲を示す情報は、例えば、２以上の異なるセンサ１０３がそれぞれ取得する状況情報が
示す値についての範囲の二以上の組合せを示す情報であってもよい。この場合、上記の２
以上の範囲にそれぞれ対応する照射部１０１が照射するマイクロ波の周波数を示す情報は
、例えば、この２以上の異なるセンサ１０３がそれぞれ取得した異なる状況情報が示す値
をそれぞれ含む範囲を指定する情報の組に対応付けられた照射部１０１が照射するマイク
ロ波の周波数を示す情報である。例えば、第一のセンサ１０３が取得した状況情報が、範
囲Ａ１内の値であり、第二のセンサ１０３が取得した状況情報が、範囲α１内の値である
場合には、照射部１０１が照射するマイクロ波は、この組合せに対応した第一の周波数と
なるよう制御され、第一のセンサ１０３が取得した状況情報が、範囲Ａ１内の値であり、
第二のセンサ１０３が取得した状況情報が、範囲β１内の値である場合には、照射部１０
１が照射するマイクロ波は、この組合せに対応した第二の周波数となるよう制御され、第
一のセンサ１０３が取得した状況情報が、範囲Ｂ１内の値であり、第二のセンサ１０３が
取得した状況情報が、範囲β１内の値である場合には、照射部１０１が照射するマイクロ
波は、この組合せに対応した第三の周波数となるよう制御される。ただし、範囲Ａ１およ
び範囲Ｂ１、範囲α１および範囲β１は、それぞれ値の範囲が重ならないものとする。ま
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た、第一～第三の周波数は、異なる周波数であるとする。
【０１５８】
　なお、状況対応情報格納部１０４には、例えば、照射対象物や、１以上のセンサ１０３
の種類等に応じた状況対応情報を、予め、格納しておくようにすることが好ましい。
【０１５９】
　なお、予め用意された条件を満たすか否かの判断処理を行なうことで、制御部１０７は
状況対応情報を利用した判断処理と同様の判断処理を行なうようにしても良く、このよう
な処理は、実質的には、上記の状況対応情報を用いた処理に相当すると考えてよい。
【０１６０】
　（４－Ｂ）関数を用いた場合
　制御部１０７は、１または２以上の状況情報が示す値と、照射部１０１が照射するマイ
クロ波の周波数を示す情報との関数を用いて、照射部１０１が複数の出射部１２から照射
するマイクロ波の周波数が、１以上のセンサ１０３がそれぞれ取得した状況情報が示す値
に対応する周波数となるよう照射部１０１を制御する。状況情報が示す値と、照射部１０
１が照射するマイクロ波の周波数を示す情報との関数は、例えば、状況情報が示す値と、
この状況情報が示す値において高い比誘電損失が得られるマイクロ波の周波数を示す情報
との関係を示す近似式である。このような近似式は、例えば、シミュレーション試験結果
や、実験結果等から作成可能である。周波数を示す情報は、例えば、周波数を示す値であ
る。ここでの高い比誘電損失が得られる周波数とは、周波数が可変である照射部１０１が
照射可能なマイクロ波の周波数の範囲のうちの、最も高い比誘電損失が得られる周波数で
あることが好ましいが、少なくとも、最も比誘電損失が低くならない周波数や、比誘電損
失が、平均値よりも高くなる周波数と考えてもよい。
【０１６１】
　例えば、制御部１０７は、センサ１０３が取得する状況情報に対応する関数を用いて、
このセンサ１０３が取得した状況情報が示す値に対応する周波数を示す情報（例えば値）
を取得する。例えば、関数に、センサ１０３が取得した状況情報が示す値を引数として代
入することで、周波数を示す情報を取得する。そして、取得した周波数を示す情報が示す
周波数となるよう、制御部１０７は照射部１０１を制御する。関数は、図示しない格納部
等に予め蓄積しておくようにすればよい。なお、この関数をどのように取得するかは問わ
ない。
【０１６２】
　なお、１以上のセンサ１０３が取得する状況情報が、上述したような２値の値である場
合、図示しない記憶媒体等に、状況情報が示す２値と、この２値のそれぞれと対応付けら
れたマイクロ波の周波数を示す情報とを対応付けて有する情報を蓄積しておくようにして
、この情報から、１以上のセンサ１０３が取得する状況情報に応じたマイクロ波の周波数
を示す情報を取得して、取得した周波数を示す情報が示す周波数となるよう、制御部１０
７は照射部１０１を制御するようにしてもよい。なお、このような情報も、上述した状況
対応情報の一態様と考えてもよい。
【０１６３】
　制御部１０７が、照射部１０１が複数の出射部１２から照射するマイクロ波の周波数を
制御するタイミングは問わない。例えば、照射部１０１が照射を開始時や、照射部１０１
がマイクロ波を照射している際に、予め指定された一定または不定の時間が経過する毎に
、上記のような周波数の制御を行なうための処理をくり返し行なうようにしても良い。
【０１６４】
　なお、制御部１０７は、照射部１０１にマイクロ波を照射させるための制御（例えば、
照射の開始や停止の制御）等も行なうようにしても良い。また、制御部１０７は、１以上
のセンサ１０３が取得した状況情報に応じて、照射部１０１が照射するマイクロ波の出力
等を制御してもよい。また、照射部１０１が有する複数のマイクロ波発振器１０１１が発
生するマイクロ波の出力を個別に制御してもよい。なお、かかる照射開始等の制御や、出
力の制御等は、公知技術であるため、ここでは詳細な説明は省略する。
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【０１６５】
　なお、制御部１０７が、周波数等の制御に、センサ１０３が取得した状況情報を利用し
ない場合、センサ１０３は省略してもよい。
【０１６６】
　なお、以下においては、状況対応情報格納部１０４に予め格納された１以上の状況対応
情報を用いて、制御部１０７が、照射部１０１が照射するマイクロ波の周波数等を制御す
る場合を例に挙げて説明する。
【０１６７】
　なお、制御部１０７とセンサ１０３や移動部１０２等との接続は、有線接続であっても
よく、無線接続であってもよい。
【０１６８】
　制御部１０７は、通常、ＭＰＵやメモリ等から実現され得る。制御部１０７の処理手順
は、通常、ソフトウェアで実現され、当該ソフトウェアはＲＯＭ等の記録媒体に記録され
ている。但し、ハードウェア（専用回路）で実現しても良い。
【０１６９】
　なお、制御部１０７が、上記の（１－Ａ）において説明した照射管理情報を用いない場
合のように、位置指定情報の受付が不要である場合、この受付部１０６は省略してよい。
【０１７０】
　本実施の形態のマイクロ波処理装置１が配置される空間は、どのような空間であっても
よい。例えば、マイクロ波処理装置１は、開空間や、自由空間に配置されていてもよい。
開空間は、例えば、リアクタや容器内等の閉空間以外の空間と考えてもよい。例えば、マ
イクロ波処理装置１は、工場等の建物内に配置されてもよい。また。マイクロ波処理装置
１は、宇宙空間等に配置されてもよい。
【０１７１】
　本実施の形態において、マイクロ波の照射対象物は問わない。以下、本実施の形態のマ
イクロ波処理装置１によるマイクロ波の照射対象物の例について説明する。
【０１７２】
　照射対象物は、例えば、単一の物質であってもよく、二以上の種類の物質の混合物であ
ってもよい。また、照射対象物は、例えば、不純物等を有する物質であってもよい。また
、照射対象物は、例えば、粉体や粒状体、ペレット等の固体であってもよく、流動性を有
するものであってもよい。流動性を有する照射対象物は、例えば、液状の内容物である。
液状の照射対象物は、例えば、水や油、水溶液、コロイド溶液等のように、流動性の高い
ものであってもよく、あるいは、スラリーや懸濁液のように、流動性の低いものであって
もよい。なお、照射対象物における化学反応等によって、原料から生成物が生成される場
合、照射対象物には生成物が含まれていると考えてもよい。すなわち、照射対象物は、原
料および／または生成物であってもよい。例えば、照射対象物内においてエステル化を行
なう場合、油脂とアルコールが原料であってもよい。
【０１７３】
　照射対象物は、例えば、マイクロ波の照射を利用して行なわれる処理の対象となる処理
対象物を有していてもよい。ここでの処理は、どのような処理であってもよく、例えば、
マイクロ波の照射による加熱を含む処理であってもよく、１以上の反応を行なうための加
熱工程を含む処理であってもよい。１以上の反応は、例えば、化学反応等であってもよく
、化学反応以外の処理であってもよい。化学反応は、例えば、処理対象物を構成する１以
上の物質の結合や分解、変性等である。１以上の処理は、加熱処理や、加熱を含む乾燥処
理や、殺菌処理や、滅菌処理等であってもよい。１以上の処理は、マイクロ波照射や、マ
イクロ波照射による加熱を利用した、熱や電磁波に対して可塑性や硬化性を有する物質の
焼成や固化や成型の処理であってもよい。１以上の処理は、マイクロ波照射や、マイクロ
波照射による加熱による、物質の変形処理等であってもよい。また、処理は、加熱が不要
である処理や工程を含んでいてもよい。また、１以上の反応は、上記のような反応の２以
上の組合せ等であってもよい。
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【０１７４】
　照射対象物は、例えば、１または２以上の種類の原料と１または２以上の種類の触媒と
の混合物であってもよい。原料と混合される触媒は固体触媒等の不均一系触媒であっても
よく、液状の触媒等の均一系触媒であってもよい。また、照射対象物は、図示しない容器
等に入れられており、この容器内で流動床を形成してもよく、あるいは、そうでなくても
よい。また、固体触媒の形状は問わない。固体触媒の形状は、例えば、無定型の粒状、円
柱状、球状、ペレット状、リング状、シェル状等であってもよい。また、これらの形状の
固体触媒は、中空であってもよく、中空でなくてもよい。また、固体触媒は、多孔質であ
ってもよく、多孔質でなくてもよい。また、その固体触媒は、例えば、マイクロ波吸収性
もしくはマイクロ波感受性を有してもよく、または、そうでなくてもよい。固体触媒がマ
イクロ波吸収性やマイクロ波感受性を有する場合には、マイクロ波を照射した際に、固体
触媒がマイクロ波によって加熱されることになり、その固体触媒近傍での化学反応が促進
されることになる。
【０１７５】
　なお、そのマイクロ波吸収性やマイクロ波感受性については、照射されるマイクロ波の
周波数や照射対象物の温度等に依存することになる。例えば、、使用するマイクロ波の周
波数、及び原料が配置される図示しない容器等の内部の温度において、誘電損失係数の高
いものがマイクロ波吸収性の高いものとなる。したがって、例えば、そのようなマイクロ
波吸収性の高い物質を含む固体触媒を用いるようにしてもよい。例えば、２．４５ＧＨｚ
のマイクロ波が照射される場合には、マイクロ波吸収性を有する物質として、フラーレン
を除くカーボン類（例えば、グラファイト、カーボンナノチューブ、または活性炭など）
や、鉄、ニッケル、コバルト、またはフェライト等がある。したがって、固体触媒は、そ
のようなマイクロ波吸収性を有する物質を含むものであってもよい。具体的には、固体触
媒は、そのようなマイクロ波吸収性やマイクロ波感受性を有する物質と、金属もしくは金
属酸化物とを組み合わせたコンポジットであってもよく、そのようなマイクロ波吸収性や
マイクロ波感受性を有する物質と、アルカリ触媒もしくは酸触媒等の触媒とを組み合わせ
たコンポジットであってもよく、または、マイクロ波吸収性やマイクロ波感受性を有する
物質と、アルカリ触媒もしくは酸触媒等の触媒と、金属もしくは金属酸化物とを組み合わ
せたコンポジットであってもよい。そのコンポジット化は、例えば、物理吸着によって行
われてもよく、化学結合によって行われてもよく、合金化によって行われてもよく、また
は、その他の方法によって行われてもよい。また、図示しない容器がいわゆるフロー型リ
アクター等のフロー型の容器である場合、原料である内容物や、原料と固体触媒とを混合
した内容物は、容器の上流側に入れられる。
【０１７６】
　次に、マイクロ波処理装置１の動作の第一の例について図４のフローチャートを用いて
説明する。ここでは、制御部１０７が、上記の（１－Ａ）において説明した照射管理情報
を用いて、移動部１０２を制御して、複数の出射部１２を移動させる場合を例に挙げて説
明する。
【０１７７】
　（ステップＳ１０１）受付部１０６は、ユーザや、図示しない他の装置等から、位置指
定情報を受け付けたか否かを判断する。受け付けた場合、ステップＳ１０２に進み、受け
付けていない場合、ステップＳ１０１に戻る。
【０１７８】
　（ステップＳ１０２）制御部１０７は、ステップＳ１０１で受付部１０６が受け付けた
位置指定情報に対応する対象位置情報と対応付けられた複数の出射位置情報を、照射管理
情報格納部１０５に格納されている１または２以上の照射管理情報から取得する。例えば
、制御部は、ステップＳ１０１で受け付けた位置指定情報と一致する対象位置情報を有す
る照射管理情報を検出し、検出した照射管理情報が有する複数の出射位置情報を取得する
。このとき、複数の出射位置情報とそれぞれ対応付けられた出射部特定情報も取得するこ
とが好ましい。位置指定情報に対応する対象位置情報とは、例えば位置指定情報と一致す
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る対象位置情報や、位置指定情報に対して最も近い位置を示す対象位置情報である。
【０１７９】
　（ステップＳ１０３）制御部１０７は、ステップＳ１０２で取得した複数の出射位置情
報にそれぞれ対応する複数の位相指定情報を、照射管理情報から取得する。例えば、制御
部１０７は、ステップＳ１０１で受付部１０６が受け付けた位置指定情報に対応する対象
位置情報と対応付けられた複数の位相指定情報を、照射管理情報格納部１０５に格納され
ている１または２以上の照射管理情報から取得する。例えば、ステップＳ１０２で検出し
た照射管理情報が有する複数の位相指定情報を取得する。このとき、複数の位相指定情報
とそれぞれ対応付けられた出射部特定情報も取得することが好ましい。なお、ステップＳ
１０２とステップＳ１０３との処理を行なう順番は問わない。また、ステップＳ１０２に
おいて対象位置情報に対応する複数の出射位置情報をそれぞれ取得する際に、同じ出射位
置情報に対応する位相指定情報をそれぞれ取得するようにしても良く、複数の出射位置情
報とそれぞれ対応付けられた出射部特定情報も更に取得するようにしてもよい。
【０１８０】
　（ステップＳ１０４）制御部１０７は、ステップＳ１０２において取得した複数の出射
位置情報が示す位置に、各出射位置情報に対応する出射部１２が移動するよう、移動部１
０２を制御する。各出射位置情報に対応する出射部１２は、各出射位置情報に対応付けら
れた出射部特定情報により特定される出射部１２である。例えば、移動部１０２が、複数
の出射部１２がそれぞれ設置された複数のロボットアーム１０２２を有する場合、制御部
１０７は、ステップＳ１０２において取得した各出射位置情報に対応する出射部特定情報
が示す出射部１２が設置されたロボットアーム１０２２を制御して、各出射位置情報が示
す位置に出射部１２が位置するよう、各ロボットアーム１０２２を動作させる。
【０１８１】
　（ステップＳ１０５）制御部１０７は、ステップＳ１０３で取得した複数の位相指定情
報を用いて照射部１０１を制御して、この複数の位相指定情報にそれぞれ対応する出射部
１２から、位相指定情報が示す位相のマイクロ波の照射を開始させる。位相指定情報に対
応する出射部１２は、例えば、位相指定情報に対応付けられた出射部特定情報が特定する
出射部１２である。例えば、制御部１０７は、各出射部１２が出射するマイクロ波を発生
するマイクロ波発振器１０１１が発生する位相を制御したり、伝送手段１０１２によって
伝送される各出射部１２がそれぞれ出射するマイクロ波の位相を、移相器（図示せず）等
を用いて制御したりすることで変更して、各移相指定情報が示す位相のマイクロ波を各出
射部１２から出射させる。照射部１０１は、例えば、デフォルト等で指定された周波数の
マイクロ波を照射する。
【０１８２】
　（ステップＳ１０６）１以上のセンサ１０３は、状況情報の取得を開始する。センサ１
０３は、例えば、予め決められた時間毎に状況情報を取得し、制御部１０７に対して送信
する。なお、センサ１０３は、取得した状況情報を取得時刻等と対応付けて、図示しない
記憶媒体等に蓄積するようにしてもよい。
【０１８３】
　（ステップＳ１０７）制御部１０７は、周波数を変更する処理を行なうタイミングであ
るか否かを判断する。例えば、照射開始、または、直前に周波数を変更するための処理を
行なってから、予め決められた時間が経過したか否かを判断し、経過した場合、変更する
処理を行なうタイミングであると判断する。タイミングである場合、ステップＳ１０８に
進み、タイミングでない場合、ステップＳ１１０に進む。
【０１８４】
　（ステップＳ１０８）制御部１０７は、センサ１０３から送信された状況情報、好まし
くは最新の状況情報が示す値が、状況対応情報格納部１０４に格納された状況対応情報が
有する２以上の範囲のいずれの範囲に属するか否かを判断し、属する範囲に対応する周波
数を示す情報を状況対応情報から取得する。なお、制御部１０７は、センサ１０３が蓄積
した最新の状況情報等の状況情報が示す値について、上記の判断を行なうようにしても良
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い。
【０１８５】
　（ステップＳ１０９）制御部１０７は、ステップＳ１０８で取得した周波数を示す情報
が示す周波数を発生するよう、照射部１０１が有する１以上のマイクロ波発振器１０１１
を制御する。例えば、ステップＳ１０８で取得した周波数を示す情報が示す周波数が、直
前に照射部１０１から出力しているマイクロ波の周波数と異なる場合、マイクロ波発振器
１０１１が発生する周波数は変更されることとなる。また、例えば、ステップＳ１０８で
取得した周波数を示す情報が示す周波数が、直前に照射部１０１から出力しているマイク
ロ波の周波数と同じである場合、周波数は変更されない。なお、周波数が変更不要である
場合、周波数を変更するための制御は行なわないようにしても良い。
【０１８６】
　（ステップＳ１１０）制御部１０７は、マイクロ波の照射を終了するか否かを判断する
。例えば、照射開始から予め決められた時間が経過した場合に、照射を終了することを決
定してもよい。また、位置指定情報に応じた移動が完了した後、予め決められた時間、あ
るいは、位置指定情報に対応付けられた時間が経過した場合に、照射を終了することを決
定してもよい。また、状況情報が、予め決められた状況であることを示す情報等を取得し
た場合に、照射を終了することを決定してもよい。また、ユーザ等から図示しない受付部
等を介して終了指示を受け付けた場合に、照射を終了することを決定してもよい。なお、
照射の終了は、複数の出射部１２毎に個別に制御するようにしてもよく、同時に制御する
ようにしてもよい。終了する場合、マイクロ波の照射を終了して、ステップＳ１０１に戻
り、終了しない場合、ステップＳ１０７に戻る。
【０１８７】
　次に、マイクロ波処理装置１の動作の第二の例について図５のフローチャートを用いて
説明する。ここでは、制御部１０７が、上記の（１－Ｂ）において説明した照射管理情報
を用いて、移動部１０２を制御して、複数の出射部１２を移動させる場合を例に挙げて説
明する。なお、図５において、図４と同一ステップ番号のステップは、同一または相当す
る処理ステップを示しており、ここでは詳細な説明は省略する。
【０１８８】
　（ステップＳ２０１）制御部１０７は、カウンターｍの値として１を代入する。
【０１８９】
　（ステップＳ２０２）制御部１０７は、移動の順序がｍ番目である照射対象情報が照射
管理情報格納部１０５に格納されているか否かを判断する。例えば、制御部１０７は、ｍ
番目に格納された照射対象情報が、照射管理情報格納部１０５に格納されているか否かを
判断する。あるいは、制御部１０７は、例えば、ｍ番目であることを示す情報、例えばｍ
番目を示す連番等が対応付けられた照射対象情報が、照射管理情報格納部１０５に格納さ
れているか否かを判断する。格納されている場合、ステップＳ２０３に進み、格納されて
いない場合、処理を終了する。
【０１９０】
　（ステップＳ２０３）制御部１０７は、移動の順序がｍ番目である照射対象情報が有す
る複数の出射位置情報を、照射管理情報格納部１０５に格納されている照射管理情報から
取得する。このとき、複数の出射位置情報とそれぞれ対応付けられた出射部特定情報も取
得することが好ましい。なお、ステップＳ２０１からステップＳ２０３の処理は、移動部
１０２による移動が行なわれる順序に従って、照射管理情報格納部１０５に格納されてい
る照射管理情報から、複数の出射位置情報を取得する処理と考えてもよい。
【０１９１】
　（ステップＳ２０４）制御部１０７は、ステップＳ２０３で取得した複数の出射位置情
報にそれぞれ対応する複数の位相指定情報を、照射管理情報から取得する。例えば、制御
部１０７は、移動の順序がｍ番目である照射対象情報が有する複数の位相指定情報を、照
射管理情報格納部１０５に格納されている照射管理情報から取得する。例えば、制御部１
０７は、ステップＳ２０３で出射位置情報を取得した照射管理情報が有する複数の位相指
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定情報を取得する。このとき、複数の位相指定情報とそれぞれ対応付けられた出射部特定
情報も取得することが好ましい。なお、ステップＳ２０３とステップＳ２０４との処理を
行なう順番は問わない。また、ステップＳ２０３において移動の順序がｍ番目である照射
管理情報が有する複数の出射位置情報をそれぞれ取得する際に、各出射位置情報に対応す
る位相指定情報もそれぞれ取得するようにしても良く、複数の出射位置情報とそれぞれ対
応付けられた出射部特定情報も更に取得するようにしてもよい。そして、ステップＳ１０
４に進む。
【０１９２】
　なお、図５のフローチャートにおけるステップＳ１０４においては、制御部１０７は、
ステップＳ２０３において取得した複数の出射位置情報を用いて制御を行なうようにする
。また、ステップＳ１０５においては、制御部１０７は、ステップＳ２０４において取得
した複数の位相指定情報を用いて制御を行なうようにする。
【０１９３】
　（ステップＳ２０５）ステップＳ１１０において照射を終了すると判断された場合、制
御部１０７は、カウンターｍの値を１インクリメントして、ステップＳ２０２に戻る。
【０１９４】
　なお、図５のフローチャートにおいて、電源オフや処理終了の割り込みにより処理は終
了する。
【０１９５】
　なお、上記の図４および図５に示したフローチャートのステップＳ１０５においては、
デフォルトの周波数のマイクロ波を照射するようにしたが、マイクロ波を照射する前に、
ステップＳ１０６の状況情報の取得を開始して、ステップＳ１０８およびステップＳ１０
９の処理を実行することで、状況情報に応じた周波数のマイクロ波を照射できるようにし
てもよい。また、ステップＳ１０６の状況情報の取得は、ステップＳ１０５よりも前に開
始するようにしてもよい。
【０１９６】
　なお、図４のフローチャートにおいて、位相を制御しない場合は、ステップＳ１０３や
、ステップＳ１０５で位相を制御する処理は省略してよい。また、図５のフローチャート
において、位相を制御しない場合は、ステップＳ２０４や、ステップＳ１０５で位相を制
御する処理は省略してよい。
【０１９７】
　また、図４および図５のフローチャートにおいて、周波数を制御しない場合は、ステッ
プＳ１０６からステップＳ１０９までの処理は、省略してもよい。
【０１９８】
　以下、本実施の形態におけるマイクロ波処理装置１の具体的な動作について例を挙げて
説明する。ここでは、図１に示したマイクロ波処理装置１を用いた場合について説明する
。
【０１９９】
　（具体例１）
　具体例１においては、図４に示したフローチャートのように、制御部１０７が、上記の
（１－Ａ）において説明した照射管理情報を用いて、移動部１０２を制御してマイクロ波
を照射する場合について説明する。ただし、ここでは、照射部１０１が照射するマイクロ
波の周波数の制御は行なわないものとする。
【０２００】
　図６は、照射管理情報格納部１０５に格納されている照射管理情報を管理する照射管理
情報管理表である。照射管理情報管理表は、「ＩＤ」と、「対象位置」と、「出射Ａ」と
、「出射Ｂ」と、「位相Ａ」と、「位相Ｂ」と、「時間」という属性を有している。また
、出射管理情報は、更に、という属性を有している。「ＩＤ」の属性値は、照射管理情報
を管理する識別子である。ここでは、照射管理情報管理表の各レコード（行）が、それぞ
れ一の照射管理情報を示すものとする。「対象位置」の属性値は、対象位置情報であり、
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ここでは、三次元空間における座標であるとする。「出射Ａ」は、ロボットアーム１０２
２ａの先端に設置された出射部１２ａを特定する出射部特定情報であり、「出射Ａ」の属
性値は、出射部特定情報「出射Ａ」により特定される出射部１２ａの出射位置情報である
とする。「出射Ａ」の属性値は、ロボットアーム１０２２ａの先端に設置された出射部１
２ａの位置を示す三次元空間における座標と、方位角と、仰角との組であるとする。また
、「出射Ｂ」についても同様であり、「出射Ｂ」は、ロボットアーム１０２２ｂの先端に
設置された出射部１２ｂを特定する出射部特定情報であり、「出射Ｂ」の属性値は、出射
部特定情報「出射Ａ」により特定される出射部１２ａの出射位置情報であるとする。「出
射Ｂ」の属性値は、ロボットアーム１０２２ｂの先端に設置された出射部１２ｂの位置を
示す三次元空間における座標と、方位角と、仰角との組み合わせであるとする。ここでは
「出射Ａ」および「出射Ｂ」の属性値は、それぞれ、「（ｘ座標，ｙ座標、ｚ座標）、（
方位角θ、仰角φ）」で表される。「位相Ａ」の属性値は、出射部１２ａから出力するマ
イクロ波の位相を指定する位相指定情報、「位相Ｂ」の属性値は、出射部１２ｂから出力
するマイクロ波の位相を指定する位相指定情報であるとする。各位相指定情報が示す位相
の値は、上記の各位置指定情報が示す位置から出射部１２ａおよび出射部１２ｂが出射し
たマイクロ波による電界を、対象位置情報が示す位置において集中させるために予め決め
られた値であるとする。「時間」は、マイクロ波の照射時間である。なお、図６において
、ｘ、ｙ、ｚ、ｘａ１、ｙａ１、ｚａ１、ｘｂ１、ｙｂ１、ｚｂ１、θｂ１、φａ１、λ
ａ１、λｂ１、ｔ１等は、任意の値であるとする。
　照射管理情報格納部１０５に格納されている照射管理情報は、ここでは、例えば、シミ
ュレーションを利用して取得された情報であるとする。
【０２０１】
　この具体例においては、２つの出射部１２ａおよび１２ｂからマイクロ波を照射可能な
空間に設定された三次元の仮想の複数の格子点の座標を、複数の照射管理情報の対象位置
情報とし、各照射管理情報の「出射Ａ」および「出射Ｂ」は、対象位置情報が示す位置に
マイクロ波を照射する際の、２つの出射部１２ａおよび１２ｂの位置であるとする。この
２つの出射部１２ａおよび１２ｂの位置は、ここでは、ロボットアーム１０２２ａおよび
１０２２ｂの先端に取付けられた出射部１２ａおよび１２ｂの位置として設定されている
ものとする。ここでの出射部１２ａおよび１２ｂの位置は、例えば、出射部１２であるア
ンテナの、マイクロ波を出射する位置であるとする。
【０２０２】
　図７は、照射対象物７０を、マイクロ波処理装置１により処理可能な領域に配置した状
態を示す主要部の模式図（図７（ａ））、および出射部１２ａと１２ｂを移動させて、照
射対象物７０にマイクロ波を照射している状態を示す主要部の模式図（図７（ｂ））であ
る。照射対象物７０は、ここでは、パイプ状の物体であるとする。また、処理可能な領域
とは、例えば、出射部１２ａおよび１２ｂを移動させることで、マイクロ波を重ねて照射
することが可能な範囲であるとする。
【０２０３】
　まず、ユーザが、図示しない入力デバイス等を操作して、マイクロ波処理装置１により
、局所的に加熱したい照射対象物７０の所望の箇所７１の座標（Ｘ１，Ｙ１，Ｚ１）を入
力したとすると、この座標値を、受付部１０６が受け付ける。なお、Ｘ１，Ｙ１，Ｚ１は
、任意の値であるとする。
【０２０４】
　制御部１０７は、図６に示した照射管理情報管理表において、「対象位置」の属性値で
ある座標が、受付部１０６が受け付けた座標と一致するレコード、つまり照射管理情報を
検出し、検出したレコードの「出射Ａ」、「出射Ｂ」、「位相Ａ」、「位相Ｂ」および「
時間」の属性値を取得する。そして、例えば、取得した「出射Ａ」および「位相Ａ」の属
性値を、出射部特定情報「出射Ａ」と対応付けて図示しない格納部に蓄積する。また、「
出射Ｂ」および「位相Ｂ」の属性値を、出射部特定情報「出射Ｂ」と対応付けて図示しな
い格納部に蓄積する。また、取得した「時間」の属性値も、図示しない格納部に蓄積する
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。ここでは、受付部１０６が受け付けた座標が、「ＩＤ」が「００３」であるレコードの
「対象位置」の属性値（ｘ３，ｙ３，ｚ３）と一致したとすると、制御部１０７は、この
「ＩＤ」が「００３」であるレコードの「出射Ａ」、「出射Ｂ」、「位相Ａ」、「位相Ｂ
」および「時間」の属性値を取得し、上記のように蓄積する。ここでの蓄積は、一時記憶
であってもよい。取得した「時間」の属性値は、「ｔ３」であったとする。
【０２０５】
　制御部１０７は、出射部特定情報「出射Ａ」と対応付けられて蓄積された「出射Ａ」の
属性値である位置指定情報、即ち座標（ｘａ３，ｙａ３，ｚａ３）と、方位角θａ３と、
仰角φａ３とを読出し、移動部１０２を制御して、読み出した位置指定情報が示す位置に
、出射部特定情報「出射Ａ」により特定される出射部１２を移動させる。具体的には、予
め「出射Ａ」が示す出射部１２ａの位置が、ロボットアーム１０２２ａの先端の位置であ
ることが、図示しない格納部等に登録してあるとすると、制御部１０７は、上記で読出し
た座標（ｘａ３，ｙａ３，ｚａ３）と、方位角θａ３と、仰角φａ３とを用いて、ロボッ
トアーム１０２２ａの先端を、この読出した情報が示す位置に移動させるための、ロボッ
トアーム１０２２ａの各部を制御する情報を算出する。例えば、ロボットアーム１０２２
ａに設けられた１以上のアクチュエータの移動量等を算出する。そして、制御部１０７は
、算出した値を用いて、ロボットアーム１０２２ａの先端を、上記で読出した位置指定情
報が示す位置に移動させる。これにより、ロボットアーム１０２２ａの先端に設置した出
射部１２ａを、出射部特定情報「出射Ａ」に対応する位置指定情報が示す位置に移動させ
ることができる。
【０２０６】
　同様に、制御部１０７は、出射部特定情報「出射Ｂ」と対応付けて蓄積された位置指定
情報を読出し、上記と同様に、この位置指定情報が示す位置に、ロボットアーム１０２２
ｂの先端を移動させて、ロボットアーム１０２２ｂの先端に設置した出射部１２ｂを、出
射部特定情報「出射Ｂ」に対応する位置指定情報が示す位置に移動させる。なお、出射部
１２ａおよび１２ｂの移動後の位置は、少なくとも所望の箇所７１において、それぞれか
ら照射されるマイクロ波を重ねることが可能な位置であるとする。
【０２０７】
　制御部１０７は、出射部特定情報「出射Ａ」と対応付けられて蓄積された「位相Ａ」の
属性値である位相指定情報「λａ３」を読出し、出射部１２ａから、λａ３だけ位相をず
らしたマイクロ波を出射させる。例えば、制御部１０７は、マイクロ波発振器１０１１ａ
、あるいは、マイクロ波発振器と接続された図示しない移相器を制御して、位相をλａ３
だけずらしたマイクロ波を発生させて、発生させたマイクロ波を、伝送手段１０１２ａの
同軸ケーブル１１ａを介して伝送させて、出射部１２ａから照射させる。
【０２０８】
　また、制御部１０７は、照射部１０１ａの場合と同様に、出射部特定情報「出射Ｂ」と
対応付けられて蓄積された「位相Ａ」の属性値である位相指定情報「λｂ３」を読出し、
出射部１２ｂから、λｂ３だけ位相をずらしたマイクロ波を出射させる。なお、ここで出
射部１２ａおよび１２ｂからそれぞれ出射されるマイクロ波の周波数は、デフォルトで設
定された同一の周波数であるとする。
【０２０９】
　ここでは、図７（ｂ）に示すように、出射部１２ａと出射部１２ｂとから出射されるマ
イクロ波は、少なくとも所望の箇所７１において重なり、上述したように、位相指定情報
に応じて位相を制御することで、位置指定情報が示す位置から出射部１２ａおよび出射部
１２ｂが出射したマイクロ波による電界は、対象位置情報が示す位置と一致する所望の箇
所７１に集中するため、上記のようなマイクロ波を出射部１２ａと出射部１２ｂとから照
射することにより、所望の箇所７１においてマイクロ波による電界を集中させることがで
き、所望の箇所７１を局所的に加熱することができる。
【０２１０】
　そして、上記で取得した時間である「ｔ３」だけ、マイクロ波の照射を行なった後、マ
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イクロ波の照射を終了する。
【０２１１】
　このような具体例においては、ユーザが指定した所望の箇所において電界がしゅうちゅ
うするよう、複数の出射部１２ａおよび１２ｂからマイクロ波を照射することができ、所
望の箇所を局所的に加熱することができる。
【０２１２】
　（具体例２）
　具体例２においては、図５に示したフローチャートのように、制御部１０７が、上記の
（１－Ｂ）において説明した照射管理情報を用いて、移動部１０２を制御してマイクロ波
を照射する場合について説明する。ただし、ここでは、照射部１０１が照射するマイクロ
波の周波数の制御は行なわないものとする。
【０２１３】
　図８は、照射管理情報格納部１０５に格納されている照射管理情報管理表を示す図であ
る。この具体例２の照射管理情報管理表は、「順序」、「出射Ａ」、「出射Ｂ」、「位相
Ａ」、「位相Ｂ」、および「時間」という属性を有している。「出射Ａ」、「出射Ｂ」、
「位相Ａ」、「位相Ｂ」、「時間」という属性については、図６と同様であるためのここ
では詳細な説明は省略する。「順序」は、各レコード（行）である照射管理情報を用いた
出射部１２の移動が行なわれる順序を示す数値であり、ここでは、値が小さいものほど、
移動の順序が早いものとする。なお、図８において、図６と同じ文字で表される属性値は
、必ずしも同じ値でなくてもよい。また、ここでの一の照射管理情報が有する「出射Ａ」
、「出射Ｂ」、「位相Ａ」、および「位相Ｂ」の属性値は、予め決められた所望の箇所に
おいてマイクロ波を集中させるための、出射部Ａ１２ａおよび１２ｂの位置と、出射部１
２ａおよび１２ｂがそれぞれ出射するマイクロ波の位相（例えば、初期位相）であるとす
る。
【０２１４】
　まず、制御部１０７は、図８に示した照射管理情報管理表から、「順序」の値が「１」
であるレコードを検出し、このレコードの「出射Ａ」、「出射Ｂ」、「位相Ａ」、「位相
Ｂ」、および「時間」の属性値を取得する。
【０２１５】
　そして、上記の具体例と同様に、取得した「出射Ａ」および「出射Ｂ」の属性値である
位置指定情報を用いて、ロボットアーム１０２２ａおよび１０２２ｂをそれぞれ動作させ
て、それぞれの先端に設置された出射部１２ａおよび１２ｂを移動させる。そして、取得
した「位相Ａ」および「位相Ｂ」の属性値である位相指定情報を用いて、出射部１２ａお
よび１２ｂから、位相を制御したマイクロ波を照射させる。これにより、出射部１２ａお
よび１２ｂから出射するマイクロ波を、予め決められた所望の箇所に集中させることがで
きる。ここでの所望の箇所は、例えば、図７（ａ）の箇所７２であるとする。マイクロ波
の照射は、上記で取得した「時間」の属性値である「ｔ１」が示す時間だけ行なわれる。
これにより、所望の箇所７２を局所的に加熱することができる。
【０２１６】
　マイクロ波の照射が終了すると、制御部１０７は、図８に示した照射管理情報管理表か
ら、「順序」の値が「２」であるレコードを検出し、このレコードの「出射Ａ」、「出射
Ｂ」、「位相Ａ」、「位相Ｂ」、および「時間」の属性値を取得し、上記のようにロボッ
トアーム１０２２ａおよび１０２２ｂをそれぞれ動作させて、出射部１２ａおよび１２ｂ
を移動させ、位相を制御したマイクロ波を、「時間」の属性値である「ｔ２」が示す時間
だけ照射する。ここで同位相のマイクロ波が照射される所望の箇所は、図７（ａ）の箇所
７３であるとする。これにより、所望の箇所７３を局所的に加熱することができる。
【０２１７】
　同様にして、照射管理情報管理表の「順序」の値が「３」以降の照射管理情報について
も同様の処理を順次行なう。
【０２１８】
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　本具体例においては、図８に示したような照射管理情報に従って、マイクロ波を照射す
ることで、マイクロ波による電界が集中する箇所を、予め指定された順序に従って変更す
ることができ、連続的にマイクロ波により局所的に加熱する箇所を変更することができる
。
【０２１９】
　（具体例３）
　具体例２においては、上記具体例１において、照射部１０１が照射するマイクロ波の周
波数の制御を行なう際の処理の例を説明する。ここでは、上記具体例１において、ロボッ
トアーム１０２２ａおよび１０２２ｂを移動させて出射部１２ａおよび１２ｂを移動させ
、出射部１２ａおよび１２ｂから周波数を制御したマイクロ波をそれぞれ出射することで
、一の所望の箇所７１に、マイクロ波による電界を集中させて、この箇所を局所的に加熱
している場合について説明する。
【０２２０】
　なお、ここでは、説明の便宜上、上記具体例１とは異なり、所望の箇所７１には、照射
対象物として図示しない容器等に入れられたエチレングリコールが配置されているものと
する。
【０２２１】
　また、この具体例において用いられるマイクロ波発振器１０１１ａおよび１０１１ｂは
、いずれも、２．４ＧＨｚから２．５ＧＨｚの範囲で、発生するマイクロ波の周波数を変
更可能な半導体型発振器であるとする。
【０２２２】
　また、この具体例においては、センサ１０３として、温度を検出可能な赤外線温度セン
サが照射対象物の上方等に設置されているものとする。以下、この具体例においては、セ
ンサ１０３を、赤外線温度センサ１０３と称す場合がある。
【０２２３】
　上記具体例１と同様に、出射部１２ａおよび１２ｂが、それぞれ位相が制御されたマイ
クロ波を照射すると、マイクロ波による電界が照射対象物が配置された所望の箇所７１に
集中し、この箇所７１が局所的に加熱される。これにより、照射対象物であるエチレン繰
りコードが加熱される。ここでは、説明のため、各マイクロ波発振器１０１１ａおよび１
０１１ｂが最初に発生するマイクロ波の周波数は、デフォルト値である２．４５ＧＨｚで
あるとする。
【０２２４】
　赤外線温度センサ１０３は、照射対象物の温度の値を取得し、取得した温度の値を制御
部１０７に送信する。制御部１０７は、赤外線温度センサ１０３から送信された温度の値
を受信する。
【０２２５】
　図９は、状況対応情報格納部１０４に格納された状況対応情報を管理する状況対応情報
管理表の一例を示す図である。状況対応情報管理表は、「状況」、「閾値」、「閾値未満
」、「閾値以上」という属性を有している。「状況」は、対象となる状況情報の種類を示
す情報である。この「状況」は、センサ１０３の１以上を識別する情報であってもよい。
属性値「温度」は、対象となる状況情報が赤外線温度センサ１０３が取得した温度（ここ
では、エチレングリコールの液温）を示す値であることを示している。なお、ここでは、
センサ１０３が一つであるため、この「状況」の属性は省略してもよい。「閾値」は、状
況情報が取り得る値の範囲を２つの範囲に分割するための閾値であり、この２つの範囲を
指定する情報と考えてよい。ここでは、６０℃が閾値であり、この閾値により、赤外線温
度センサ１０３が取得しうる温度の値の領域が、６０℃未満の領域と、６０℃以上の領域
とに分割される。「閾値未満」、および「閾値以上」は、赤外線温度センサ１０３が取得
した値が、閾値未満である場合のマイクロ波発振器１０１１の周波数を示す情報、および
閾値以上である場合のマイクロ波発振器１０１１の周波数を示す情報である。ここでは、
「閾値未満」、および「閾値以上」は、マイクロ波発振器１０１１が発生するマイクロ波
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の周波数の制御目標値であるとする。
【０２２６】
　マイクロ波の照射開始から予め決められた時間（例えば、３０秒等）が経過した時点で
、制御部１０７は、赤外線温度センサ１０３から受信した最新の温度の値が、図９に示し
た状況対応情報管理表の「状況」が「温度」であるレコード（行）の「閾値」の属性値で
ある「６０℃」以上であるか否かを判断する。ここでは、赤外線温度センサ１０３により
取得された温度の値が２５℃であったとすると、制御部１０７は、赤外線温度センサ１０
３により取得された温度の値が閾値未満であると判断して、図９に示した状況対応情報管
理表の「状況」が「温度」であるレコード（行）の「閾値未満」の属性値である「２．４
」ＧＨｚを取得する。そして、この取得した属性値「２．４」に基づいて、制御部１０７
は、出射するマイクロ波の周波数が２．４ＧＨｚとなるよう、照射部１０１を制御する。
なお、ここで発生するマイクロ波の周波数は、デフォルトの周波数と同じ２．４ＧＨｚで
あるため、マイクロ波の周波数は変更されない。
　制御部１０７は、同様の処理を、予め決められた時間が経過する毎にくり返し行なう。
【０２２７】
　ここで、マイクロ波の照射によって照射対象物の液温が上昇した結果、赤外線温度セン
サ１０３が取得した温度の値が６１℃であったとする。制御部１０７は、赤外線温度セン
サ１０３から送信された温度の値である６１℃が、図９に示した状況対応情報管理表の、
「状況」が「温度」であるレコード（行）の「閾値」の属性値である「６０℃」以上であ
るか否かを判断する。ここでは、赤外線温度センサ１０３により取得された温度の値であ
る６１℃が、「６０℃」以上であるため、制御部１０７は、赤外線温度センサ１０３によ
り取得された温度の値が閾値以上であると判断して、図９に示した状況対応情報管理表の
「状況」が「温度」であるレコード（行）の「閾値未満」の属性値である「２．５」ＧＨ
ｚを取得する。そして、この取得した属性値「２．５」に基づいて、制御部１０７は、出
射するマイクロ波の周波数が２．５ＧＨｚとなるよう、照射部１０１を制御する。この制
御に応じて、各マイクロ波発振器１０１１が、２．５ＧＨｚのマイクロ波を発生し、出射
部１２ａおよび１２ｂは、２．５ＧＨｚのマイクロ波を照射対象物に照射する。直前に出
射部１２ａおよび１２ｂが出射していたマイクロ波の周波数が２．４ＧＨｚであったとす
ると、出射するマイクロ波の周波数は変更されることとなる。
【０２２８】
　図１０は、エチレングリコールの各温度における比誘電損失と周波数の関係とを示すグ
ラフ（図１０（ａ））、および、図１０（ａ）のグラフの主要部、具体的には、２．４５
ＧＨｚ近傍を示す拡大図（図１０（ｂ））である。ただし、この拡大図は、説明のための
模式図であり、必ずしも精度が高いものではない。図１０（ａ）のグラフは、上述した図
３のエタノールに関するグラフと同じ文献に記載された図面である。
【０２２９】
　図１０に示すように、エチレングリコールの場合、液温が変化すると、周波数に対する
比誘電損失が変化し、温度が、３０～５０℃までの範囲では、周波数が２．４ＧＨｚのマ
イクロ波に対する比誘電損失が、２．５ＧＨｚのマイクロ波に対する比誘電損失よりも大
きいが、６０～９０℃までの範囲では、周波数が２．５ＧＨｚのマイクロ波に対する比誘
電損失が、２．４ＧＨｚのマイクロ波に対する比誘電損失よりも大きい。このため、上記
のように、赤外線温度センサ１０３が検出した状況情報である温度が６０℃未満の場合は
、２．４ＧＨｚのマイクロ波を照射対象物であるエチレングリコールに照射し、温度が６
０℃以上となった場合には、２．５ＧＨｚのマイクロ波を照射対象物であるエチレングリ
コールに照射するように、制御部１０７が、照射部１０１を制御することで、マイクロ波
照射時の照射された領域の温度における、照射された領域の比誘電損失が最も高くなる周
波数のマイクロ波を照射することができ、加熱効率を高めることができる。これにより、
処理に必要なエネルギーの効率化を図ることができる。なお、ここでの照射される領域の
比誘電損失が最も高くなる周波数のマイクロ波とは、照射部１０１が照射可能な周波数の
マイクロ波のうちの照射される領域の比誘電損失が最も高くなる周波数のマイクロ波であ
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る。
【０２３０】
　制御部１０７は、マイクロ波の照射を終了するまで、その後も上記と同様の処理を、予
め決められた時間が経過する毎にくり返し行なう。
【０２３１】
　この具体例においては、センサ１０３が取得した状況情報に応じた周波数のマイクロ波
を照射するよう、制御部１０７が照射部１０１を制御するようにしたことにより、照射対
象物によるマイクロ波の比誘電損失を高めることができ、加熱効率を高めることができる
。これにより、エネルギーの効率化を図ることができる。
【０２３２】
　なお、ここでは、周波数の制御を、具体例１に適用した場合について説明したが、本発
明においては、例えば、具体例２等に適用するようにしてもよいことはいうまでもない。
【０２３３】
（シミュレーション結果１）
　以下、本実施の形態におけるマイクロ波処理装置１に関して行なわれたシミュレーショ
ンによる実証試験結果について説明する。
【０２３４】
　（基本条件）
　図１１は、マイクロ波処理装置１のシミュレーションによる実証試験において用いられ
たケース１のモデルを示す斜視図（図１１（ａ））、正面図（図１１（ｂ））、側面図（
図１１（ｃ））、ケース２のモデルを示す斜視図（図１１（ｄ））、正面図（図１１（ｅ
））、側面図（図１１（ｆ））、ケース３のモデルを示す斜視図（図１１（ｇ））、正面
図（図１１（ｈ））、側面図（図１１（ｉ））である。なお、図１１において、説明の便
宜上、図１に相当する部分については、同一または相当する符号を付与している。かかる
ことは、以下のシミュレーション試験結果の図等においても同様である。また、図１１は
説明のための図であり、図１１に示した照射対象物５０ａ～５０ｃや、出射部１２等の大
きさや位置の関係等は、実際にシミュレーション試験において設定されたものとは異なる
場合がある。かかることは、後述する図１５においても同様である。
【０２３５】
　ケース１からケース３のいずれにおいても、等間隔に配置された３つの照射対象物５０
ａ～５０ｃが用いられる。３つの照射対象物５０ａ～５０ｃは、それぞれ、短辺２５ｍｍ
、長辺５０ｍｍ、高さ１０ｍｍのマイクロ波吸収体であり、短辺の伸びる方向に向かって
、照射対象物５０ｂが中心となるよう３５ｍｍ間隔で同一平面状に一列に配列されている
。このとき、照射対象物５０ｂの中心が、照射対象物５０ａ～５０ｃが配置される平面（
以下、配置平面と称す）上の予め決められた位置５１上に配置されるようにする。配置平
面５５は仮想の平面である。照射対象物５０ａ～５０ｃの材質は、複素誘電率の実部εｒ
が１０、複素誘電率の虚部εｉが１０、複素誘電率についてのｔａｎδが１のマイクロ波
吸収体である。複素誘電率の実部εｒは、誘電率である。複素誘電率の虚部εｉは、誘電
損失である。
【０２３６】
　２つの出射部１２ａおよび１２ｂは、それぞれの開口部が照射対象物５０ａ～５０ｃに
対向するとともに、照射対象物５０ａ～５０ｃが配列されている直線の上方に、それぞれ
の開口部の中心５２ａおよび中心５２ｂが位置するよう配列されている。２つの出射部１
２ａおよび１１ｂの長辺は、予め決められた位置５１、中心５２ａ及び５２ｂを通る平面
に平行となるよう配置されている。出射部１２、１２ａ及び１２ｂは、ホーン型アンテナ
（製品名：ＬＢ－３４０－１５－Ａ，Ｃｈｅｎｇｄｕ　ＡＩＮＦＯ社製）となるよう数値
が設定されている。具体的には、開口部のサイズが、短辺２３８ｍｍであり、長辺が３０
９ｍｍであり、開口部の反対側となる位置にＷＲ３４０規格（内径４３．２×８６．４ｍ
ｍ）の導波管が上記の開口部と長辺同士が平行となるよう設けられており、全長が２９４
ｍｍに設定されている。
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【０２３７】
　（ケース１）
　図１１（ａ）～（ｃ）に示したモデルは、マイクロ波処理装置１の２つの出射部１２ａ
および１２ｂから、等間隔に配置された３つの照射対象物５０ａ～５０ｃに対して、マイ
クロ波を照射するケース１に用いられるモデルである。ケース１においては、図１１（ｂ
）の正面図に示すように、出射部１２ａ及び１２ｂの開口部の中心５２ａ及び５２ｂのそ
れぞれと、予め決められた位置５１とを結ぶ直線が、配置平面となす角度がいずれも６０
度となるよう配置されている。また、中心５２ａ及び中心５２ｂと、位置５１との距離は
、いずれも５５０ｍｍに設定されている。
【０２３８】
　（ケース２）
　図１１（ｄ）～（ｆ）に示したモデルは、マイクロ波処理装置１の２つの出射部１２ａ
および１２ｂから、等間隔に配置された３つの照射対象物５０ａ～５０ｃに対して、マイ
クロ波を照射するケース２に用いられるモデルである。ケース２においては、図１１（ｅ
）の正面図に示すように、出射部１２ａの開口部の中心５２ａと、予め決められた位置５
１とを結ぶ直線が、配置平面となす角度が３０度となるよう配置され、出射部１２ｂの開
口部の中心５２ｂと、位置５１とを結ぶ直線が、配置平面となす角度が３０度となるよう
配置されている。中心５２ａと、位置５１との距離は、９００ｍｍに設定され、中心５２
ｂと、位置５１との距離は、５５０ｍｍに設定されている。
【０２３９】
　（ケース３）
　図１１（ｇ）～（ｉ）に示したモデルは、対照試験であるケース３に用いられるモデル
であって、一つの出射部１２から、等間隔に配置された３つの照射対象物に対して、マイ
クロ波を照射する場合のモデルである。ケース３においては、出射部１２は、予め決めら
れた位置５１の真上に開口部の中心５２が位置し、開口部が照射対象物５０ａ～５０ｃに
対向するとともに、長辺が照射対象物５０ａ～５０ｃの配列方向と平行になるようよう配
置されている。中心５２と位置５１との距離は、５００ｍｍに設定されている。
【０２４０】
　なお、図１１（ａ）及び図１１（ｆ）において、出射部１２ａ及び１２ｂは、その開口
部の中心５２ａ及び５２ｂのそれぞれと、位置５１とを結ぶ直線が、出射部１２ａ及び１
１ｂの開口部がなす平面の法線となるよう、配置される。
【０２４１】
　なお、ケース１およびケース２においては、出射部１２ａ及び１２ｂから出射されるマ
イクロ波の出力は、それぞれ、１００Ｗとし、図１１の出射部１２から出射されるマイク
ロ波の出力は、２００Ｗとし、総入力電力が、同じとなるよう設定されている。また、出
射部１２、出射部１２ａ及び１２ｂから出射されるマイクロ波の周波数は、いずれも２．
４５ＧＨｚであるとする。
【０２４２】
　図１１（ａ）～図１１（ｉ）における出射部１２、１２ａ、１２ｂ、及び照射対象物５
０ａ～５０ｃが配置されている空間については、ここでは、自由空間を模擬するよう、周
囲におけるマイクロ波の反射が０となるよう設定されている。また、この空間は真空に設
定されている。即ち、空間は、複素誘電率の実部εｒが１、誘電誘電率の虚部εｉが０、
複素誘電率についてのｔａｎδが０、複素透磁率の虚部μｒが１、複素誘電率の虚部μｉ
が０、複素透磁率についてのｔａｎδが０に設定されている。
【０２４３】
　シミュレーション実証試験には電場解析ソフト（ＡＮＳＹＳ製ＨＦＳＳ１３．０）を用
い、出射部１２、出射部１２ａ及び１２ｂがいずれも１波長のマイクロ波を照射した場合
のシミュレーション実証試験を行った。ケース１及び２については、出射部１２ｂが発生
するマイクロ波の位相を制御することで、出射部１２ａと出射部１２ｂとの位相差を変化
させた場合の、照射対象物５２ａ～５２ｃの発熱分布の変化を実証試験した。ここでは、
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出射部１２ａの位相を０度とし、出射部１２ｂの位相を、０度、９０度、１８０度の３通
りで変化させた。ここでの位相は、基準となる位相に対する位相差を示している。この位
相は初期位相と考えても良い。ケース３は、比較対象として用いたものであり、出射部１
２が一つであるため、位相差の制御は行われない。
【０２４４】
　図１２は、シミュレーション実証試験により得られた照射対象物５２ａ～５２ｃ近傍の
発熱分布を示す平面図であり、図１２（ａ）～図１２（ｃ）は、ケース１において、出射
部１２ａの位相を０度とし、出射部１２ｂの位相を、それぞれ、０度、９０度、１８０度
と変化させた場合、つまり位相差を０度、９０度１８０度と変化させた場合の発熱分布を
示し、図１２（ｄ）～図１２（ｆ）は、ケース２において、出射部１２ａの位相を０度と
し、出射部１２ｂの位相を、それぞれ、０度、９０度、１８０度と変化させた場合、つま
り位相差を０度、９０度１８０度と変化させた場合の発熱分布を示し、図１２（ｇ）は、
出射部１２を用いた場合の発熱分布を示している。なお、図１２において、明度が高い部
分ほど、発熱が高い部分であることを示している。
【０２４５】
　図１３は、シミュレーション実証試験により得られた各照射対象物５２ａ～５２ｃの発
熱量を示すグラフ及び表であり、図１３（ａ）は、ケース１についてのグラフであり、位
相差を変化させた場合に得られた各照射対象物５２ａ～５２ｃの発熱量を、同じグラフに
プロットしている。ここでは、位相差０度の場合の照射対象物５２ｃの発熱量を１とした
場合の比で、それぞれの発熱量を示している。図１３（ｂ）は、ケース２についてのグラ
フであり、位相差を変化させた場合に得られた各照射対象物５２ａ～５２ｃの発熱量を、
同じグラフにプロットしている。ここでは、位相差９０度の場合の照射対象物５２ａの発
熱量を１とした場合の比で、それぞれの発熱量を示している。図１３（ｃ）は、ケース３
についてのグラフであり、照射対象物５２ｃの発熱量を１とした場合の比で、それぞれの
発熱量を示している。図１３（ｄ）は、上記のグラフで示した発熱量の比を、表に表した
ものである。図１３（ａ）および図１３（ｂ）において、丸印は、出射部１２ａ及び出射
部１２ｂの基準となる位相に対する位相差がいずれも０度である場合を示し、四角印は、
出射部１２ａ及び出射部１２ｂの基準となる位相に対する位相差が０度及び９０度である
場合を示し、三角印は、出射部１２ａ及び出射部１２ｂの基準となる位相に対する位相差
が０度及び１８０度である場合を示している。
　図１２（ｇ）及び図１３（ｃ）に示すように、一つの出射部１２からマイクロ波を照射
する場合、照射対象物５２ａ～５２ｃ間におけるマイクロ波による発熱量の分布には、偏
りがあまりなく、照射対象物５２ｂを中心として、加熱される位置が外側に広がっている
ようにみえるのに対し、図１２（ａ）～（ｆ）に示すように、２つの出射部１２ａ、１２
ｂを用いて照射対象物５２ａ～５２ｃに対してマイクロ波を照射した場合、照射対象物５
２ａ～５２ｃ間におけるマイクロ波による発熱量の分布には、偏りが生じており、マイク
ロ波による局所的な加熱が行われていることがわかる。
【０２４６】
　（ケース３）
　また、図１２（ａ）～（ｆ）の、位相差が同じ場合のケース１の結果とケース２の結果
とを比較すると、発熱量の分布が異なっている。例えば、図１２（ａ）においては、照射
対象物５２ｂが局所的に加熱されているが、図１２（ｄ）においては、照射対象物５２ａ
及び５２ｂが局所的に加熱され、照射対象物５２ｃはほとんど加熱されていないことがわ
かる。このことから、２つの出射部１２ａ及び１２ｂを移動させることで、マイクロ波に
より局所的に加熱する箇所を変更することができることがわかる。
【０２４７】
　また、図１２（ａ）～（ｃ）及び図１３（ａ）によれば、同じケース１の配置において
も、位相差が異なると、照射対象物５２ａ～５２ｃ間におけるマイクロ波による発熱量の
分布は変化し、例えば、図１２（ａ）においては、照射対象物１２ｂが局所的に加熱され
ているのに対し、図１２（ｂ）においては、照射対象物１２ａと、照射対象物１２ｂの左
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側、照射対象物１２ｃの右側が局所的に加熱され、図１２（ｃ）においては、照射対象物
１２ｃが局所的に加熱されていることがわかる。
【０２４８】
　また、図１２（ｄ）～（ｆ）及び図１３（ｆ）によれば、同じケース２の配置において
も、位相差が異なると、照射対象物５２ａ～５２ｃ間におけるマイクロ波による発熱量の
分布は変化し、例えば、図１２（ｄ）においては、照射対象物１２ａ及び１２ｂが局所的
に加熱されているのに対し、図１２（ｂ）においては、照射対象物１２ｂと、照射対象物
１２ｃの右側が局所的に加熱され、図１２（ｃ）においては、照射対象物１２ｃが局所的
に加熱されていることがわかる。
【０２４９】
　このことから、２つの出射部１２ａ及び１２ｂの位相を制御することによって、局所的
に加熱する箇所を移動させることができることがわかる。
【０２５０】
　このようなシミュレーション結果から、２つの出射部１２ａ及び１２ｂを個別に移動さ
せることで、マイクロ波の照射を適切に制御することができ、例えば、局所的な加熱が可
能となるとともに、加熱する箇所を移動させることができることがわかる。また、２つの
出射部１２ａ及び１２ｂの位相を制御することで、マイクロ波の照射を適切に制御するこ
とができ、例えば、局所的な加熱が可能となるとともに、加熱する箇所を移動させること
ができることがわかる。
【０２５１】
　以上、本実施の形態によれば、マイクロ波を出射する複数の出射部１２を個別に移動さ
せられるようにしたことにより、マイクロ波の照射を適切に制御することができる。
　また、各出射部１２が出射するマイクロ波の位相を制御できるようにしたことにより、
マイクロ波の照射を適切にかつより柔軟に制御することができる。
　更に、照射部１０１の周波数を変更することで、加熱効率を高めることができる。
【０２５２】
　（実施の形態２）
　本実施の形態のマイクロ波処理装置２は、上記実施の形態において説明したマイクロ波
処理装置において、容器内において、マイクロ波を出射する複数の出射部を個別に移動さ
せられるようにしたものである。
【０２５３】
　図１４は、本実施の形態におけるマイクロ波処理装置２の構成の一例を示す模式図（図
１４（ａ））、および図１４（ａ））の主要部のＸＩ－ＸＩ線による断面図（図１４（ｂ
））である。なお、図において、図１と同一符号は同一または相当する部分を示している
。
【０２５４】
　マイクロ波処理装置２は、容器２００、照射部２０１、移動部２０２、１または２以上
のセンサ１０３、状況対応情報格納部１０４、照射管理情報格納部１０５、受付部１０６
および制御部１０７を備える。センサ１０３は、例えば、熱電対等の温度センサである。
【０２５５】
　容器２００は、内部にマイクロ波が照射される容器である。例えば、容器２００は、マ
イクロ波を照射することによって、内容物の加熱等の１以上の処理を行なう容器である。
容器２００は、処理容器と考えてもよい。容器２００内で行なう１以上の処理は、どのよ
うな処理であってもよい。１以上の処理は、例えば、１以上の反応を行なうための加熱を
含む処理であってもよい。１以上の処理は、例えば、容器２００内の内容物を用いて行な
われる処理である。ここでの処理は、例えば、上記実施の形態１において説明された処理
の１以上と同様の処理である。
【０２５６】
　容器２００は、例えば、内部で化学反応等の１以上の反応を行なうためのリアクターで
あってもよい。容器２００は、例えば、マルチモードでマイクロ波照射が行なわれるリア
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クターである。
【０２５７】
　容器２００内には、例えば、内容物が配置される。内容物としては、上記実施の形態一
において説明した照射対象物と同様のものが利用可能である。例えば、容器２００内には
、例えば、内容物が、連続的、あるいは非連続的に供給される。容器２００は、例えば、
内容物を内部に供給するための供給口（図示せず）と、内部の内容物を取り出すための取
出口（図示せず）とを有している。供給口は、例えば、投入口と考えてもよい。また、取
出口は、例えば、排出口や回収口と考えてもよい。なお、供給口と取出口とを一の入出口
（図示せず）等で実現してもよい。内容物は、例えば、ポンプ（図示せず）等を用いて、
容器２００内に供給されたり、容器２００内から取り出しが行なわれても良い。容器２０
０は、例えば、バッチ式のリアクターであってもよい。また、容器２００は、例えば、連
続的に供給された内容物に対して１以上の反応を連続的に行なって、内容物を連続的に取
り出すような、いわゆるフロー式リアクター等の連続式のリアクターであってもよい。例
えば、容器２００は、液状の内容物が、上方に未充填空間を有した状態で水平方向に流れ
る横型のフロー式のリアクターであってもよい。例えば、内容物の供給口を、取出口が設
けられている高さと、同じ、あるいは高い位置に設けることで、供給口から供給された流
体である内容物が、供給口側から取出口側に向かって容器２００内を自然に流れて取出口
から排出されることとなり、容器２００をこのようなフロー式のリアクターとして用いる
ことができる。
【０２５８】
　容器２００は、容器２００の内部を加熱するためのヒータや、温水ジャケット等の加熱
手段（図示せず）や、内部を冷却するための冷水ジャケット等の冷却手段（図示せず）等
を有していても良い。容器２００は、内部に、１または２以上の仕切板（図示せず）や、
内容物を撹拌するためのスクリューや撹拌羽根等の撹拌手段等を有していても良い。
【０２５９】
　容器２００の形状は問わない。図１においては、一例として、容器２００が直方体であ
る場合を例に挙げて説明しているが、容器２００は、例えば、断面形状がＵ字形状を有し
ており横方向に伸びる筒形状や、横長の直方体形状や、カプセル形状、円筒形状を有して
いても良く、断面形状が半円形状や台形形状を有しており横方向に伸びる筒形状を有して
いても良い。また、容器２００は、横長の形状ではなく縦長のカプセル形状や円筒形状等
の縦長の形状を有していても良く、球形状を有していても良い。また、容器２００は、底
面等が水平に配置されてもよく、底面等が水平面に対して傾斜して配置されてもよい。例
えば、マイクロ波処理装置２は、容器２００を底面が水平面に対して傾斜した状態で保持
するための脚部（図示せず）を有していても良い。
【０２６０】
　容器２００の材質等は問わない。容器２００は、内壁が、マイクロ波を反射する物質で
構成されていることが好適である。マイクロ波を反射する物質は、例えば、金属である。
また、容器の大きさ等は問わない。
【０２６１】
　照射部２０１は、上記実施の形態において説明した照射部２０１において、容器２００
の内部に対して、複数の出射部１２からマイクロ波を照射するようにしたものである。例
えば、照射部１０１の複数の出射部１２は、容器２００の内部や、容器２００の壁面等に
配置されている。例えば、出射部１２が同軸ケーブルと接続されたアンテナである場合、
このアンテナが、容器２００内に、移動可能となるよう配置されている。例えば、図１４
においては、出射部１２として平面アンテナを用いている場合を例に挙げて示している。
【０２６２】
　更に、照射部２０１は、複数の出射部１２が、容器２００に対して個別に移動可能とな
るよう設置されているようにしたものである。例えば、複数の出射部１２は、容器２００
の壁面に沿って移動可能となる設置されている。ただし、複数の出射部１２がどのように
移動可能となるよう設置されているかは問わない。その他の構成については、上記実施の
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形態の照射部２０１と同様であるため、ここでは、詳細な説明は省略する。
【０２６３】
　移動部２０２は、上記実施の形態の照射部１０１において、照射部１０１が有する複数
の出射部１２を、容器２００内において、個別に移動させるものである。例えば、移動部
２０２は、複数の出射部１２を、個別に、容器２００の壁面に沿って移動させるものであ
る。例えば、移動部２０２は、容器２００の壁面に設けられたスリット２０に挿入された
伝送手段１０１２を、スリット２０に挿入したまま、スライドさせることで、挿入された
伝送手段１０１２の、容器２００の内部側に設けられた出射部１２を、容器２００内にお
いて移動させることができる。伝送手段に同軸ケーブル１１や、また、移動部２０２は、
容器２００の壁面等に設けられた、上記実施の形態において説明したような出射部１２を
備えた複数のロボットアーム１０２２等を有するものであってもよい。
【０２６４】
　以下、図１４に示した移動部２０２の構造について説明する。図１４においては、容器
２００の上面と一の側面に、移動部２０２を構成する移動機構２０２２がそれぞれ設けら
れている。各移動機構２０２２は、容器２００の上面および一の側面（以下、これらをそ
れぞれ単に面と称す）に設けられ、この面を貫通するスリット２０上をスライド移動する
スライド部材２１と、スリット２０に沿って設けられ、スライド部材２１の移動方向を、
スリット２０の伸びる方向に制限するとともに、容器２００の面からスライド部材２１が
離れないようにするための、スライド部材２１の側部がスライド可能となるよう挿入され
る溝を有するガイド部２２と、スライド部材２１の上面に設けられたラックギア２３と、
このラックギアに歯合するピニオンギア２４と、このピニオンギア２４を回転させるにモ
ータ２５とを備えている。なお、ピニオンギア２４とモータ２５の回転軸とは、直接接続
されていてもよく、ギアやベルト等を介して間接的に接続されていてもよい。伝送手段１
０１２は、その一端がスライド部材２１を貫通するようスライド部材２１に取付られてお
り、伝送手段１０１２のスライド部材２１を貫通した一端は、面に設けられたスリット２
０を通って、容器２００内に配置されている。例えば、伝送手段１０１２の同軸ケーブル
１１の一端が、スライド部材２１を貫通して容器２００内に配置されており、この一端に
接続された出射部１２であるアンテナが容器２００内に配置されている。スライド部材２
１の長さは、スリット２０の長手方向の両端に、伝送手段１０１２が位置した際に、スラ
イド部材２１が、少なくともスリット２０全体を塞ぐことが可能な長さとする。例えば、
スライド部材２１の長さを、スリット２０の長さの２倍より長くする。
【０２６５】
　この移動部２０２の各移動機構２０２２においては、モータ２５を回転させてピニオン
ギア２４を回転させることにより、ラックギア２３とともに、スライド部材２１がガイド
部２２に沿って移動し、スライド部材２１に取付けられた伝送手段１０１２の一端側がス
リット２０に挿入された状態で、スライド部材２１とともに移動し、これにより、伝送手
段１０１２の一端に設けられた出射部１２（例えば、アンテナ）を、スライド部材２１が
移動する一次元方向に移動させることができる。また、スライド部材２１を移動させても
、スリット２０がスライド部材２１で塞がれるため、例えば、出射部１２が移動した場合
においても、気密を保つとともに、マイクロ波が外部に漏れないようにすることできる。
【０２６６】
　なお、図１４においては、各移動機構２０２２を設ける面や、各移動機構２０２２を設
ける方向等は問わない。例えば、スライド部材２１がどの方向に移動するよう移動機構２
０２２を設けてもよい。ただし、スライド部材２１の移動方向に伸びるよう、移動機構２
０２２に対応するスリット２０を容器２００に設ける必要がある。
【０２６７】
　また、図１４においては、移動機構２０２２を２つ設けた場合について説明したが、移
動機構２０２２を３以上設けるようにしてもよい。
【０２６８】
　なお、ここで示した移動部２０２は、一例であり、移動部２０２は、上記以外の構造を
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有していても良い。ただし、移動によりマイクロ波が漏れない構造であることが好ましい
。
【０２６９】
　例えば、後述した制御部１０７が、各移動機構２０２２を、それぞれ個別に制御するこ
とで、各移動機構２０２２に設置された出射部１２を、個別に移動させることができる。
【０２７０】
　マイクロ波処理装置２の動作については、移動部２０２による出射部１２の移動範囲や
、移動部２０２を移動させるための制御信号等が異なる点を除けば、上記実施の形態１と
同様であるため、ここでは、詳細な説明は省略する。
【０２７１】
　（シミュレーション結果２）
　以下、本実施の形態におけるマイクロ波処理装置２に関して行なわれたシミュレーショ
ンによる実証試験結果について説明する。
【０２７２】
　（基本条件）
　図１５は、マイクロ波処理装置２のシミュレーションによる実証試験において用いられ
たケース４およびケース５のモデルを示す図であり、ケース４の斜視図（図１５（ａ））
、平面図（図１５（ｂ））、側面図（図１５（ｃ））、正面図（図１５（ｄ））、および
ケース５の斜視図（図１５（ｅ））、平面図（図１５（ｆ））、側面図（図１５（ｇ））
、正面図（図１５（ｈ））をそれぞれ示している。ケース４およびケース５のモデルは、
いずれも、１辺が１０００ｍｍである正方形であり、高さが４００ｍｍである直方体であ
る容器２００内において、２つの出射部１２ａおよび１２ｂからマイクロ波を照射するモ
デルを示している。容器２００の底面には、厚さ２０ｍｍの照射対象物６０が全面に配置
されている。照射対象物６０は、複素誘電率の実部εｒが１０、複素誘電率の虚部εｉが
１０、複素誘電率についてのｔａｎδが１のマイクロ波吸収体である。また、容器内２０
０のその他の空間は、空気に設定されている。容器２００の内壁は、全て金属壁とした。
具体的には、照射対象物６０が配置される底面も金属壁であるとする。ここでは、容器２
００の底面の中心６１を座標軸の原点とし、中心６１を通って、底面の正面側の辺に垂直
な直線をｘ軸、中心６１を通って、底面においてｘ軸に垂直な直線をｙ軸とし、中心６１
を通って底面に垂直な軸をｚ軸とする。なお、容器２００の底面のｘ軸方向における両端
のｘ座標を、それぞれ?５００、及び５００に、また、ｙ軸方向における両端のｙ座標を
、それぞれ?５００、及び５００設定した。
【０２７３】
　なお、図１５において、説明の便宜上、図１４に相当する部分については、同一または
相当する符号を付与している。かかることは、以下のシミュレーション試験結果の図等に
おいても同様である。
【０２７４】
　出射部１２ａ及び１２ｂは、ここでは、長辺が、８６．４ｍｍ、短辺が４３．２ｍｍで
ある開口部を有するＷＲ３４０規格の直線導波管であるとする。２つの出射部１２ａおよ
び１２ｂは、それぞれの開口部が容器２００の底面の中心６１に対向するよう容器２００
の上面に配置されている。
【０２７５】
　（ケース４）
　ケース４においては、図１５（ｄ）の正面図に示すように、照射部１２ａ及び１２ｂは
、容器２００の上面の、ｘ軸上に、開口部の中心６２ａ及び６２ｂが位置するとともに、
開口部の長辺同士が平行となるように配列されている。出射部１２ａ及び１２ｂの開口部
の中心６２ａ及び６２ｂのそれぞれと、底面の中心６１とを結ぶ直線が、容器２００の底
面となす角度がいずれも７０度となるよう配置されている。出射部１２ａ及び１２ｂは、
その開口部の中心６２ａ及び６２ｂのそれぞれと、位置６１とを結ぶ直線が、出射部１２
ａ及び１１ｂの開口部がなす平面の法線となるよう、配置される。出射部１２ａ及び１２
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ｂの開口部の中心６２ａ及び６２ｂとの間の距離は、２７３．６ｍｍで、出射部１２ａ及
び１２ｂの、容器２００内に突出している部分の高さは、３２．２ｍｍであり、かかるこ
とは、ケース５においても同様である。
【０２７６】
　（ケース４）
　ケース５においては、図１５に示すように、照射部１２ａは、その開口部の中心６２ａ
が、容器２００の上面の、ｘ座標が?２５０、ｙ座標が?２５０となる位置に、開口部がな
す面が、容器２００の底面に対向するよう容器２００の底面と平行に配置されている。照
射部１２ａは、開口部の長辺が、ｘ軸に平行となるように配置されている。照射部１２ｂ
は、一旦、その開口部の中心６２ｂが、容器２００の上面の、ｘ座標が?２００、ｙ座標
が２００となる位置に、開口部がなす面が、容器２００の底面に平行となるよう対向する
とともに、開口部の長辺がｘ軸に平行となるよう配置したうえで、この照射部１２ｂを、
この照射部１２ｂの開口部の中心６２を通るこの開口部がなす法線を回転軸として上方か
らみて左回りに４５度回転させ、更に、回転させた照射部１２ｂを、照射部１２ｂの中心
を通る照射部１２ｂの開口部の長辺に平行な直線を回転軸として開口部が容器２００の底
面の中心方向を向くよう４５度回転させた配置とした。
【０２７７】
　なお、その他のマイクロ波の周波数等の条件は、上記実施の形態１のシミュレーション
実証試験と同様であるとする。また、マイクロ波の位相を制御する点も同様である。
【０２７８】
　図１６は、ケース４についてのシミュレーション実証試験により得られた結果を示す図
であり、図１６（ａ）～図１６（ｅ）は、ケース４において、出射部１２ａの位相を０度
とし、出射部１２ｂの位相を、それぞれ、０度、４５度、９０度、１３５度、１８０度と
変化させた場合、つまり位相差を０度、４５度、９０度、１３５度、１８０度と変化させ
た場合の照射対象物６０における発熱分布の平面図を示し、図１６（ｆ）は、上記の各位
相差において、電界強度の最大値が得られる箇所のｘｙ座標を、ｘｙ座標面にプロットし
たグラフであり、図１６（ｇ）は、上記の各位相差において、電界強度の最大値が得られ
る箇所のｘｙ座標及び電界強度の最大値を示す表を示している。
【０２７９】
　図１７は、ケースについてのシミュレーション実証試験により得られた結果を示す図で
あり、図１７（ａ）～図１７（ｅ）は、ケース５において、出射部１２ａの位相を０度と
し、出射部１２ｂの位相を、それぞれ、?１８０度、?９０度、０度、９０度、１８０度と
変化させた場合、つまり位相差を?１８０度、?９０度、０度、９０度、１８０度と変化さ
せた場合の照射対象物６０における発熱分布の平面図を示し、図１７（ｆ）は、上記の各
位相差において、電界強度の最大値が得られる箇所のｘｙ座標を、ｘｙ座標面にプロット
したグラフであり、図１７（ｇ）は、上記の各位相差において、電界強度の最大値が得ら
れる箇所のｘｙ座標及び電界強度の最大値を示す表を示している。なお、図１６および図
１７において、明度が高い部分ほど、発熱が高い部分であることを示している。
【０２８０】
　なお、図１６（ｆ）及び図１７（ｆ）の表において、「位相差」の２つの属性は、左か
ら順に、出射部１２ａの位相と、出射部１２ｂの位相を示す。ここでの各位相は、基準と
なる位相に対する位相差を示している。ここでの各位相は、初期位相と考えても良い。
【０２８１】
　図１６（ａ）～（ｅ）に示したケース４の結果と、図１７（ａ）～（ｅ）に示したケー
ス５の、位相差が同じ場合の結果同士を比較すると、電界分布が異なっている。また、局
所的に電界強度の高い箇所が存在しているが、この箇所が異なっている。例えば、図１６
（ａ）の電界分布と、図１７（ｃ）の電界分布とにおいては、電界分布が異なっており、
それぞれにおいて、局所的に電界強度の高い箇所が存在しているが、その箇所は、互いに
異なっていることがわかる。このことから、２つの出射部１２ａ及び１２ｂを移動させる
ことで、電界分布を変更することができるとともに、マイクロ波により局所的に加熱する
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箇所を変更することができることがわかる。
【０２８２】
　また、図１６（ａ）～（ｅ）から、同じケース４であっても、位相差を変化させること
で、電界分布を変化させられるとともに、局所的に電界強度が高い箇所を変更させること
ができることがわかる。また、例えば、図１６（ｆ）や図１６（ｇ）に示すように、最も
電界強度が高くなる箇所も、位相差を変化させることで移動させられることがわかる。
　図１７に示した結果から、ケース５についても、同じことがいえることがわかる。
【０２８３】
　このようなシミュレーション結果から、容器２００内において、２つの出射部１２ａ及
び１２ｂを個別に移動させることで、マイクロ波の照射を適切に制御することができ、例
えば、局所的な加熱が可能となるとともに、加熱する箇所を移動させることができること
がわかる。また、２つの出射部１２ａ及び１２ｂの位相を制御することで、マイクロ波の
照射を適切に制御することができ、例えば、局所的な加熱が可能となるとともに、加熱す
る箇所を移動させることができることがわかる。
【０２８４】
　なお、図１６や図１７の結果においては、電界強度の局所的に集中する箇所と、照射部
１２ａ、１２ｂの位置や位相差等との関連を見つけることは難しく、このような容器２０
０内において、２つの出射部１２ａ、１２ｂからマイクロ波を出射した場合、容器２００
内における反射等の影響により、電界強度を局所的に集中させる箇所を予測することが難
しいことがわかる。このため、このような場合においては、上記のようなシミュレーショ
ン結果を用いて、上述した照射管理情報を取得することが好ましい場合がある。
【０２８５】
　以下、上記のようなシミュレーションを利用して、照射管理情報を取得する処理の一例
について説明する。この処理は、例えば、制御部１０７等が行ってもよく、図示しない他
の情報処理装置等で行っても良い。
【０２８６】
　まず、上記の図１５～図１７に示したようなシミュレーションを複数の出射部１２の移
動と、位相差との複数の組み合わせについて、シミュレーションをそれぞれ実行する。組
み合わせの数は多い方が好ましい。また、照射対象物６０が配置される高さ位置（例えば
、容器２００の上面からの位置）も、組み合わせの一要素として加えても良い。つまり、
照射対象物６０の高さを変化させた場合について、上記と同様のシミュレーションを行う
ようにしても良い。これにより、三次元空間における電界強度が高い箇所の座標を取得す
ることが可能となる。ここでの複数の出射部１２の移動とは、例えば、複数の出射部１２
の少なくとも１以上についての、位置やマイクロ波を出射する方向等の少なくとも１以上
を変更することである。ここでの移動は、例えば、容器２００の壁面に沿った移動である
。各出射部１２を移動させる際には、例えば、仮想のマトリクスの交点上を移動させるこ
とが好ましいが、自由に移動させても良い。
【０２８７】
　このように複数のシミュレーションを行うことで、図１６や図１７に示すような複数の
シミュレーション結果が得られる。
【０２８８】
　そして、各シミュレーションについて、複数の出射部１２の移動に関する情報と、各出
射部１２の位相の情報と、図１６（ｆ）等に示したようなシミュレーションに得られた電
界分布における電界強度の最も高い箇所の座標と、その電界強度の値を取得する。複数の
出射部１２の移動に関する情報は、例えば、移動によって変更された各出射部１２の位置
や出射方向を示す情報等である。複数の出射部１２の移動に関する情報は、例えば、複数
の出射部のそれぞれの位置を示す情報（例えば座標）と、マイクロ波の出射方向を示す情
報（例えば、方位角と、仰角）との組み合わせである。電界強度の最も高い箇所の座標は
、照射対象物６０上のｘｙ座標であるが、照射対象物６０の高さも変更する場合は、この
高さを示す値をｚ座標として更に取得するようにしても良い。そして、各シミュレーショ
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ンについて取得した、各出射部１２の移動に関する情報と、各出射部１２の位相の情報と
、電界強度の最も高い箇所の座標と組を、出射位置情報と、位相指定情報と、対象位置情
報と、して有する照射管理情報を取得し、照射管理情報格納部１０５等の格納部に蓄積す
る。これにより、実施の形態１において図６に示したような照射管理情報を取得すること
が可能となる。
【０２８９】
　なお、対象位置情報が重複した照射管理情報が取得された場合、対応する電界強度が高
い方の照射対象情報だけを残して、他のものは削除するようにしても良い。
【０２９０】
　また、ここでは、電界強度が最も高い箇所の座標だけを、各シミュレーションの結果か
ら取得するようにしたが、例えば、電界強度がしきい値以上の箇所の１または２以上の座
標を取得して、各座標を、それぞれ対象位置情報として有する照射管理情報として取得し
て蓄積し、対象位置情報が重複した照射管理情報は削除するようにしてもよい。
【０２９１】
　また、上記のような複数のシミュレーションを行った後に、複数のシミュレーション結
果の中から、マイクロ波が照射されうる容器２００内等のあらかじめ指定された空間内の
複数の座標のそれぞれについて、その座標における電界強度が高いシミュレーション結果
を検出し、このシミュレーションについての複数の出射部１２の移動に関する情報と、複
数の出射部１２の位相の情報と、上記のあらかじめ指定された空間内の座標との組を、そ
れぞれ、出射位置情報と、位相指定情報と、対象位置情報と、して有する照射管理情報を
取得し、照射管理情報格納部１０５等の格納部に蓄積するようにしてもよい。ここでの電
界強度が高いシミュレーション結果とは、電界強度が最も高いシミュレーション結果であ
ってもよく、電界強度が、ｋ番目（ｋは２以上の整数）に高いシミュレーション結果であ
ってもよく、電界強度がしきい値以上であるシミュレーション結果の中からランダム等で
あってもよい。
【０２９２】
　なお、照射管理情報に位相指定情報が不要である場合、位相を変化させないシミュレー
ションを行って、位相の情報を取得しないようにすれば良い。
【０２９３】
　なお、上記においては、複数の出射部１２を、容器２００の壁面に沿って移動させた場
合のシミュレーション結果を用いて、照射管理情報を取得する場合について説明したが、
本発明においては、出射部１２の移動は、壁面に沿った移動に制限されなくても良い。ま
た、ここでは、容器２００における移動についてシミュレーションを行ったが、容器２０
０のない自由空間等における出射部１２の移動についてシミュレーションを行って、照射
管理情報を取得するようにしても良い。
【０２９４】
　以上、本実施の形態によれば、容器２００内において、複数の出射部１２を個別に移動
させられるようにしたことにより、容器２００内におけるマイクロ波の照射を適切に制御
することができる。
　また、各出射部１２が出射するマイクロ波の位相を制御できるようにしたことにより、
マイクロ波の照射を適切にかつより柔軟に制御することができる。
　更に、照射部１０１の周波数を変更することで、加熱効率を高めることができる。
【０２９５】
　なお、本発明においては、マイクロ波により発生する電界を集中させることは、マイク
ロ波により発生する磁界を集中させることと実質的に同じことと考えるようにしてもよい
。例えば、上記の実施の形態においては、制御部１０７が１以上の所望の箇所に電界が集
中するよう複数の出射部１２を移動させたり、マイクロ波の位相を制御する場合等につい
て説明したが、このことは、制御部１０７が１以上の所望の箇所に磁界が集中するようマ
イクロ波を制御することと実質的に同じことと考えてもよい。通常、電界が集中する箇所
も、磁界が集中する箇所も実質的に同じ箇所となるため、このように電界を磁界と置き換
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えて考えた場合においても、実質的に、上記実施の形態と同様の構成となり同様の効果を
奏する。
【０２９６】
　なお、上記各実施の形態において、マイクロ波の周波数が可変である半導体型発振器１
０１１の代わりに、異なる周波数のマイクロ波を発生する複数の半導体型発振器等のマイ
クロ波発振器１０１１を用い、これらが発生するマイクロ波を切り替えて、各出射部１２
から出射するようにして、各出射部１２が出射するマイクロ波の周波数を変更するように
してもよい。異なる周波数のマイクロ波を発生する複数のマイクロ波発振器は、例えば、
異なる周波数のマイクロ波を発生する複数のマイクロ波発振器を一体化したもの（例えば
、アレイ状に一体化したものや、集積したもの等）であってもよい。この場合、複数のマ
イクロ波発振器を構成する回路等の一部を共用するようにしてもよい。このような異なる
周波数のマイクロ波を発生する複数のマイクロ波発振器の組、あるいはこの複数のマイク
ロ波発振器を一体化したものを、上記の一のマイクロ波発振器１０１１として用いるよう
にしてもよい。このように、異なる周波数のマイクロ波を発生する複数のマイクロ波発振
器を用いることで、周波数が可変であるマイクロ波発振器を用いる場合よりも、変更可能
な周波数の幅を広くすることができる。
【０２９７】
　なお、上記各実施の形態において、制御部１０７等が行なう制御は、単一の制御部によ
って集中処理されることによって実現されてもよく、あるいは、複数の制御部等によって
分散処理されることによって実現されてもよい。
【０２９８】
　また、上記各実施の形態において、各構成要素は専用のハードウェアにより構成されて
もよく、あるいは、ソフトウェアにより実現可能な構成要素については、プログラムを実
行することによって実現されてもよい。例えば、ハードディスクや半導体メモリ等の記録
媒体に記録されたソフトウェア・プログラムをＭＰＵ等のプログラム実行部が読み出して
実行することによって、各構成要素が実現され得る。その実行時に、プログラム実行部は
、格納部（例えば、ハードディスクやメモリ等の記録媒体）にアクセスしながらプログラ
ムを実行してもよい。
【０２９９】
　なお、上記各実施の形態におけるマイクロ波処理装置による制御部１０７等が行なう制
御を実現するソフトウェアは、以下のようなプログラムである。つまり、このプログラム
は、複数の出射部からマイクロ波を照射する照射部、および複数の出射部を、個別に移動
させる移動部を備えたマイクロ波処理装置と、複数の出射部の位置をそれぞれ示す複数の
出射位置情報、およびマイクロ波の照射対象となる位置を示す情報である対象位置情報を
有する複数の照射管理情報が格納される照射管理情報格納部と、受付部と、にアクセス可
能なコンピュータに、受付部が、マイクロ波の照射対象となる位置を指定する情報である
位置指定情報を受け付けるステップと、位置指定情報を受け付けるステップで受け付けた
位置指定情報に対応する対象位置情報と対応付けられた複数の出射位置情報を、照射管理
情報から取得するステップと、複数の出射位置情報を取得するステップにおいて取得した
複数の出射位置情報が示す位置に、各出射位置情報に対応する出射部が移動するよう、移
動部を制御するステップとを実行させるプログラムである。
【０３００】
　また、このプログラムは、複数の出射部からマイクロ波を照射する照射部、および複数
の出射部を、個別に移動させる移動部を備えたマイクロ波処理装置と、複数の出射部の位
置をそれぞれ示す複数の出射位置情報の１以上の組が、移動が行なわれる順序と対応付け
て格納される照射管理情報格納部と、にアクセス可能なコンピュータに、移動が行なわれ
る順序に従って、照射管理情報格納部に格納されている照射管理情報から、複数の出射位
置情報を取得するステップと、複数の出射位置情報を取得するステップにおいて、複数の
出射位置情報を取得する毎に、取得した複数の出射位置情報が示す位置に、各出射位置情
報に対応する出射部が移動するよう、移動部を制御するステップとを実行させるプログラ
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ムであってもよい。
【０３０１】
　また、このプログラムは、上記各プログラムにおいて、照射管理情報は、複数の出射部
からそれぞれ出射されるマイクロ波の位相を示す情報である複数の位相指定情報を更に有
し、複数の出射位置情報を取得するステップにおいて取得する複数の出射位置情報にそれ
ぞれ対応する複数の位相指定情報を照射管理情報から取得するステップを更に備え、移動
部を制御するステップの後に、複数の位相指定情報を取得するステップにおいて取得した
複数の位相指定情報がそれぞれ示す位相のマイクロ波が、対応する複数の出射部から出射
されるよう、照射部を制御するステップを更に実行させるプログラムであってもよい。
【０３０２】
　なお、上記プログラムにおいて、情報を送信する送信ステップや、情報を受信する受信
ステップなどでは、ハードウェアによって行われる処理、例えば、送信ステップにおける
モデムやインターフェースカードなどで行われる処理（ハードウェアでしか行われない処
理）は含まれない。
【０３０３】
　また、このプログラムを実行するコンピュータは、単数であってもよく、複数であって
もよい。すなわち、集中処理を行ってもよく、あるいは分散処理を行ってもよい。
【０３０４】
　図１８は、上記プログラムを実行して、上記各実施の形態によるマイクロ波処理装置の
制御部や、受付部等を実現するコンピュータの外観の一例を示す模式図である。上記実施
の形態は、コンピュータハードウェア及びその上で実行されるコンピュータプログラムに
よって実現されうる。図１８において、コンピュータシステム９００は、ＣＤ－ＲＯＭ（
Ｃｏｍｐａｃｔ　Ｄｉｓｋ　Ｒｅａｄ　Ｏｎｌｙ　Ｍｅｍｏｒｙ）ドライブ９０５を含む
コンピュータ９０１と、キーボード９０２と、マウス９０３と、モニタ９０４とを備える
。
【０３０５】
　図１９は、コンピュータシステム９００の内部構成を示す図である。図１９において、
コンピュータ９０１は、ＣＤ－ＲＯＭドライブ９０５に加えて、ＭＰＵ（Ｍｉｃｒｏ　Ｐ
ｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）９１１と、ブートアッププログラム等のプログラムを記
憶するためのＲＯＭ９１２と、ＭＰＵ９１１に接続され、アプリケーションプログラムの
命令を一時的に記憶すると共に、一時記憶空間を提供するＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃ
ｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）９１３と、アプリケーションプログラム、システムプログラム、
及びデータを記憶するハードディスク９１４と、ＭＰＵ９１１、ＲＯＭ９１２等を相互に
接続するバス９１５とを備える。なお、コンピュータ９０１は、ＬＡＮへの接続を提供す
る図示しないネットワークカードを含んでいてもよい。
【０３０６】
　上記各実施の形態における状況対応情報格納部や照射管理情報格納部等は、コンピュー
タシステム９００が有するハードディスク等の記憶媒体に格納されているようにしてもよ
い。
【０３０７】
　コンピュータシステム９００に、上記実施の形態によるマイクロ波処理装置の制御部等
等の機能を実行させるプログラムは、ＣＤ－ＲＯＭ９２１に記憶されて、ＣＤ－ＲＯＭド
ライブ９０５に挿入され、ハードディスク９１４に転送されてもよい。これに代えて、そ
のプログラムは、図示しないネットワークを介してコンピュータ９０１に送信され、ハー
ドディスク９１４に記憶されてもよい。プログラムは実行の際にＲＡＭ９１３にロードさ
れる。なお、プログラムは、ＣＤ－ＲＯＭ９２１、またはネットワークから直接、ロード
されてもよい。
【０３０８】
　プログラムは、コンピュータ９０１に、上記実施の形態によるマイクロ波処理装置の制
御部等の機能を実行させるオペレーティングシステム（ＯＳ）、またはサードパーティプ
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能（モジュール）を呼び出し、所望の結果が得られるようにする命令の部分のみを含んで
いてもよい。コンピュータシステム９００がどのように動作するのかについては周知であ
り、詳細な説明は省略する。
【０３０９】
　本発明は、以上の実施の形態に限定されることなく、種々の変更が可能であり、それら
も本発明の範囲内に包含されるものであることは言うまでもない。
【産業上の利用可能性】
【０３１０】
　以上のように、本発明にかかるマイクロ波処理装置等は、マイクロ波を照射する装置等
として適しており、特に、複数の位置からマイクロ波を照射する装置等として有用である
。
【符号の説明】
【０３１１】
　１、２　マイクロ波処理装置
　１２、１２ａ～１２ｅ　出射部
　１０１、１０１ａ、１０１ｂ　照射部
　１０２、２０２　移動部
　１０４　状況対応情報格納部
　１０５　照射管理情報格納部
　１０６　受付部
　１０７　制御部
　２００　容器
　１０１１、１０１１ａ、１０１１ｂ　マイクロ波発振器
　１０１２、１０１２ａ、１０１２ｂ　伝送手段
　１０２２、１０２２ａ、１０２２ｂ　ロボットアーム
　２０２２　移動機構
【要約】　　　（修正有）
【課題】マイクロ波の照射を適切に制御することが可能なマイクロ波処理装置を提供する
。
【解決手段】複数の出射部１２a,１２bからマイクロ波を照射する照射部１０１a,１０１b
と、複数の出射部を、個別に移動させる移動部１０２と、移動部による出射部の移動を制
御する制御部１０７とを備えたマイクロ波処理装置１である。例えば、移動部は、複数の
ロボットアーム１０２２a、１０２２bを有しており、複数の出射部は、複数のロボットア
ームにそれぞれ設置されている。
【選択図】図１
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【図１】 【図２】

【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】

【図１３】 【図１４】
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【図１８】 【図１９】

【図３】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１５】 【図１６】
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